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主要企業における管理会計の実態調査結果
西　澤　　　脩
1　主要企業における管理会計の実態調査の経緯
　株価と地価の暴落によってバブル経済は終焉をとげ，産業界は深刻な複合不
況に見舞われた。しかし，事実上の不況底入れ宣言も出され，21世紀に向って
大きく飛躍しようとしている。このような転換期におけるわが国管理会計の実
態を解明するため，「主要企業における管理会計の実態に関するアンケート調
査」を実施することとした。
　筆者のライフワークの1つとしていた次の『原価の会計と管理シリーズ』全
10巻の刊行が完成したので，その実態を調査することも兼ね，当シリーズの内
容に合わせたアンケート表を作成した。
西澤脩著『原価低減の会計と管理』
著
著
著
著
訳
訳
r研究開発費の会詐と管理』
『営業費の会計と管理」・
『広告費の会計と管理』
陶流費の会計と管理』
『輸送費の会計と管理』
『保管費の会計と管理』
自桃書房，1988年
白桃書房，1980年
白桃書房，1982年
白桃書房，1985年
白桃書房，1988年
税務研究会出版都，1984年
白桃書房，1987年
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⑧同編著丁人件費の会計と管理』　　白桃書房，1990年
⑨同著『本社費・金利の会計と管理』白桃書房，1989年
⑲同著丁情報処理費の会計と管理j　白桃書房，1994年
　アンケート表では，次の体系及びコードのもとに，第ユ表のように合計227
に及ぶ設問を設けた。
　　I　全社管理会計
皿　生産管理会計……
孤　営業管理会計……
IV　本社管理会計・…・・
皿100研究開発会計
皿100営業会計
皿300広告会計
IV100本社会計
1V300情報処理会計
皿200製造会計
皿200販売会計
皿400物流会計
IV200社内金利会計
　アンケート表の紙幅を節約するため，質問項目と回答項目しかアンケート表
の本文には示していないが，該当するA，B…の符号をすべて赤丸で囲んでも
らうことにした（ただし，比率の記入欄だけは，概算値を記入してもらった）。
このため，回答は，複数回答となる。質問項目に分類基準の異なるものが入っ
ているが，これは分析の際整理することとした。
　当調査は，財団法人産業経理協会の協力により，同協会の会貝を含む主要企
業1，000社に対し，1994年6月7日に発送し，同年9月末日までに第2表に記
載した合計229社（回収率22．9％）から回答をえた。記して感謝申しあげる。
この回答を集計した緒果は，第3表一第12表のとおりである。
　なお当調査に対しては，早稲田大学から「1994年度特定課題研究助成」を受
け，また調査結果については，集計結果と解説を単行本にまとめ中央経済社か
一ら出版する予定である。
　当調査が21世紀に向けて管理会計が大きく発展するための飛躍台になれば幸
である。
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　2　主要企業における管理会計の実態調査の回答集計結果
　同収会社のうち回答会社の回答内容を集計し，一表に要約した結果は，次表
の回答集計表のとおりである。
I　全社管理会計
H　生産管理会計
I　100研究開発会計
皿　200製造会計
皿　営業管理会計
皿　100営業会計
皿　200販売会計
皿　300広告会計
皿　400物流会計
IV　本社管理会計
w　100本社会計
IV200社内金利会計
1V　300情報処理会計
……第3表
　…第4表一第5表
　・・第4表
…・・第5表
　一第ρ表～第9表
　・第6表
　・・第7表
　一第8表
一・第9表
　川第10表一第12表、
　・・第10表
　・・第11表」
　・・第12表
　当回答集計結果では，次の基準により分類集計した。
①業種別分類
　a製造業（建設業を含む）
　b非製造業（販売業・サーピス業を含む）
②規模別分類
　C・一部上場会社・（東京証券取引所デ部上場会社）
　dその他（二部上場会社，非上場会社）
③総回答会社
　e社数（aとb又はcとdの合計）・
　これらの分類のもと一に，・「社数」欄に回答会社の実数を示し，「回答数」欄に
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は質間項目のうち当該項目に回答した会社の実数を示した。さらに，回答した
会社の「杜数」を100としたA，B……の「回答数」の百分率を「百分率」欄
に付記した。
　なお，複数回答のために，「回答数」の合計は「社数」を上回っており，ま
た「百分率」の合計は，100％を上回っていることに留意されたい。
3　主要企業における管理会計の実態調査結果の解析
　紙幅を節約するため，アンケート表には質問項目と回答項目しか示しておら
ず，また回答項目には分類基準の異なるものが入っているので，集計表の解析
方法は質問項目によって，必ずしも同一ではない。
　いま「I11O内部統制」について，質問・回答要領，集計結果及び集計結果
の解析の部を表記してみると，第13表のとおりである。
　同表の「質問・回答要領」の欄には，アンケート表に掲記した＜質問項目〉
と＜ご回答の要領〉をそのまま抜粋してある。次いで「第一次集計結果」の欄
には，上記の〈質問項目〉に連動させて〈集計緒果〉を第3表の回答集計表よ
り転載してある。
　問題は，「第一次集計結果の解析」である。質問項目「I111（貴社における
内部統制の範囲）」の「総回答会社」は222社であるから，Zの回収会社229社
から差引くと，「本問に回答がなかった」会社が7社（回収会社の3．1％）ある
ことがわかる。
　「本問に回答した」会社はYのように合計222社あるが，そのうち「内部統
制という概念はない」会社が，Dのようにユ0社（「本問に回答した会社の
4．5％）あるから，差引，「内部統制という概念がある」会社は，Xのように合
計2ユ2杜存する。これらの会社について，A，B，C3つの回答を集計すると，
「総回答会社」欄に示したように次のとおりであることが知られる。
　　A　内部牽制と内部監査のことである。…一………　99社　　（46．7％）
　　B　計算的統制による間接的経営管理のことである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…・…一…一・・104社　（49．1％）
　　C　Bのほか現場の直接的経営管理も含めている。　77杜　（36．3％）
　　A＋B＋C………一……・一…………一・・……一…（280社）（132．1％）
　　X　内部統制という概念があるぺ一一………・……　212社　（100．O％）
　これを図示すると，第1図のとおりである。
　Xは212社でA＋B＋Cは280社であるから68社（32．1％）が複数回答してい
ることが知られる。
　これから，Aが99社（46．7％），Bが104社（49．1％）で，合計すると203社
（95．8％）となり，内部統制という概念のある212社のうち半分弱の99社
第1図　総回答会社の質問項目別回答会社
構成率 社数 0　20　40　60　80100120ユ40160180200220社
％ 社
A 46．7 99
内部牽制と内部監査のことであ私
B 49，1 104
計算的統制による問接的経営管理のことである。
C 36．3 77
Bのほか現場の直接的経営管理も含めてい私
X ユ00．0 212
内部統制という概念がある。
0　　ユ0　　20　　30　　40　　50　　60　　70　　80　　90　　ユ00　　％
（46．7％）が内部統制をAつまり狭義に解し，半分強の104社（49．1％）が内
部統制をBつまり広義に解しているものと推定される。BのほかにCまで含め
内部統制を最広義に解している会社が，77社（36．3％）あり｛，これらの会社が
A及びBと重複回答として表われているものといえよう。
　さらに，業種別及び規模別分類毎に質問項目の回答会社を図示してみると，
第2図のとおりである。これから，内部統制の範囲に関する限り，「製造業」
と「非製造業」，「一部上場」と「その他」の間には，大きな格差は存しないこ
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とが知られる。
　第一次集計からは，以上の実態が判明したが，第二次集計では，さらに次の
クロス集計を試みる予定である。
①「製造業」を規模別に「一部上場」と「その他」に再分類する。
②「一部上場」を業種別に「製造業」と「非製造業」に再分類する。
　第2図　業種別・規模別分類の質問項目別の回答会社
業　製造業種
　非製造業別
規　一部上場
模
　その他別
総回答会社
業　製造業種
　非製造業別
規　一部上場
模
　その他別
■総回答会社
業　製造業種
　非製造業別
規一部上場
模
　その他別
総回答会社
回
答
　　0率
45，9
49．0
45，1
53．9
52，6
33．3
35，4
39．2
回答会社の構成比率（％）
30　　　40　　　50　　　60　　　70
35，8
38．5蝋
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主要企業における管理会計の実態調査繕果
第1表管理会計実態調査項目
I?
??
﹈?
全社管理会計
生産管理会計……
営業管理会計……
本社管理会計……
皿100
㎜100
皿400
1V100
1V300
研究關発会計
営業会計
物流会計
本社会計
情報処理会計
皿200製造会計
皿200販売会計　　　皿300
lV200社内金利会計
広告会計
Iユ00全社管理会計
I110
I111
I　n2
I113
I114
I115
内部統制
貴社における内部統制の範囲
貴社の内部統制組織
コントローラ部（又は経理部）
の組織
財務部（又は経理部）の組織部
環境変化による経理部の将来像
I134教育費の管理方法
Iユ40
Iユ41
I142
I143
I144
経営計画会計
経営方針の内容
経営計固の設定者
経営計画の設定法
利益計画の種類
I120
I121
I122
Iユ23
I124
I125
I130
I131
I132
I133
財務管理会計
財務管理の方式
目標利益の本質
利益業績の評価法
資金業績の評価法
財務会計と管理会計
人的管理会計
人的資源の管理会計の状況
モチベーションの高揚法
人件費の集計範囲
I150
I15ユ
I152
I153
I15皇
I160
Iユ61
Iユ62
I163
I164
経営統制会計
予算管理の使命
原価管理の新方式
原価構成の構造変化
経営統制の実施方法
内部監査
内部監査の所属
内部監査課と監査役の関係
内部監査の範囲
業務（能率）監査の内容
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皿100研究開発会計
皿110
皿111
皿112
1I113
皿114
皿120
Hユ2ユ
II122
皿123
II124
II130
1113ユ
II132
II140
皿141
研究開発費の会計処理
研究開発費の対象費目
売上高対研究關発費比率の現状
研究闘発費の年間金額の現状
研究開発費の繰越経理
研究開発の原価計算
研究開発費の処理方法
特定研究費の会計処理
研究開発原価計算の種類
技術研究費の独立表示
研究開発の計画設定
計画開発ブロジェクトの評価方
法
研究開発費計画の設定方式
研究開発の予算管理
研究開発費予算の総額算定法
II142
］Iユ43
皿144．
皿145
1I150
皿151
皿152
皿153
皿154
I1160
I正ユ61
II162
皿163
皿164
皿165
研究開発プロジェクト別予算の
編成法
年度別予算とプロジェクト別予
算との関係
研究開発費予算修正の可否
研究開発費予算超過の措置
研究開発の利益管理
研究所の利益管理組織
研究所の利益管理方法
研究所の収益計算法
研究所の利益算出法
研究開発の費用効果分析
費用効果分析の実施内容
費用効果分析の実施対象
研究開発の売上効果の利用法
研究開発の利益効果の測定法
研究開発の利益効果の利用法
n200製造会計
π2IO
lI211
II2ユ2
皿2工3
皿214
1I220
II22I
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製造原価の会計処理
製造原価の対象費目
製造原価の構成比率の推移
直接材料費の計算法
工場現場の労務費の処理法
製造の原価計算
製造原価計算の種類
皿222
皿223
皿224
皿225
II226
II230
全部原価計算の方法
変動費と固定費の分析
直護原価計算の方法
補助部門費の製造部門への配賦
法
活動基準原価計算（A　B　C）制度
製造の計画設定
II23ユ
II232
皿240
正［241
n242
n243
1244
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特殊原価調査の実施例　　　　　　　n245活動基準原価計算（A　B　C）の
使用する特殊原価の種類　　　　　　　　　内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　皿246標準直接原価計算の内容
製造の予算管理
製造原価の管理法　　　　　　　　　n250製造の利益管理
製造標準原価の設定法　　　　　　　n251工場の管理方式
直接費の標準差異分析　　　　　　　n252工場の社内売上高
製造問接費の予算差異分析　　　　　I253工場利益の算出法
皿100営業会計
皿ユユO
皿ユユユ
I皿112
皿113
皿ユ14
皿12q
皿121
皿122
㎜123
皿ユ30
皿131
皿132
111133
m134
皿135
営業費の会計処理
営業費管理の対象費目
営業費と製造原価の区分
形態別営業費の構成比率
機能別営業費の構成比率
営業の原価計算
営業原価計算の実施状況
セグメント別損益の算出方法
セグメント別貢献利益の算出方
法
営業の計画設定
黒字セグメントの増益計画
赤字セダメントの増益計画
赤字セグメントの除去計画
赤字セグメントの除去分析
営業費計画の設定法＾
皿140
皿ユ4ユ
㎜ユ42
砒143
砥144
皿150
皿ユ51
皿152
皿153
皿154
㎜ユ60
皿ユ6ユ
皿ユ62
m163
営業の予算管理
営業費予算と売上高予算の関係
営業費の予算管理方式
営業費予算の弾力性
予算・実績差異の管理法
営業の利益管理
営業損益の算出法
営業損益を算出するセグメント
営業利益の評価法
営業業績の報奨法
営業の費用効果分析
営業費の効果測定部署
営業費の効果測定法．
営業費の効果測定尺度
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皿200販売会計
皿210
皿21工
皿2工2
皿2工3
皿2工4
販売の会計処理
純売上高の計算法
売上高の計上法
セグメント別の売上高
売上原価の計算法
皿220販売の原価計算
（1）給料・賃金の計算
皿22王給料・賃金の支払制度
皿222給与総額の決定法
（2）接待交際費の計算
皿223接待交際費の管理法
皿224接待交際費の認可法
（3）リベートの計算
皿225
皿226
］lI227
］lI228
皿229
リベートの名称
リベートの支払目的
リベートの算定基準
リベートの支払方法
リベートの計算方法
皿230
皿231
皿232
m233
皿234
皿235
皿236
皿240
m241
㎜242
皿243
皿244
皿250
m251
皿252
販売の計画設定
売上高の予測方法
利益計画の設定法
目標利益の指示法
資金計画の設定法
販売分析の実施法
市場分析の実施法
販売の予算管理
売上高予算の種類
売上高予算の達成度
売上高予算の養異分析
売上高予算の修正法
販売の利益管理
売上総利益の予算差異の種類
売上総利益の予算差異の内容
皿300広告会計
皿3ユ0
皿31ユ
皿312
皿313
Ii正320
皿32ユ
皿322
広告費の会計処理
管理上の広告費参入費目
売上高対広告費比率の現状
広告費の年閥金額の現状
広告の原価計算
広告原価計算の種類
媒体別の広告原価計算
皿323　マスコミ媒体の原価計算
皿324広告費と販売促進費の関係
皿330
皿331
1皿332
皿333
広告の計画設定
広告キャンペーンの計画法
キャンペーン計圃と年慶予算の
関係
広告費の計画法
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皿340
皿341
皿342
皿343
㎜344
主要企業における管理会計の実態調査結果
広告の予算管理
広告予算の種類
広告費予算の算定法
予算経過に対する措置
予算差異分析の活用法
皿350広告の利益管理
皿351広告部の管理組織
皿352
I皿353
m354
皿360
皿361
皿362
皿363
広告部の管理方式
受入広告料の計算法
広告部利益の算出法
広告の費用効果分析
広告の売上効果の利用法
広告の利益効果の測定法
広告の利益効率の活用法
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皿400物流会計
m410
皿411
m412
皿413
皿414
皿415
皿420
皿421
皿422
皿423
皿424
㎜425
1皿430
皿431
1皿432
物流費の会計処理
物流費の対象費目
売上高対物流費比率
実施中の物流会計
物流会計の実施理由
物流会計を実施しない理由
物流の原価計算
形態別の物流原価計算
機能別の物流原価計算
セグメント別の物流原価計算
自家輸送の原価計算
自家倉摩の原価計算
物流の計画設定
物流改善のため分析
輸送改善の採算分析例
皿433保管改善の採算分析例
皿434物流投資の経済性計算
m440
皿441
皿442
皿443
m444
皿445
皿446
m450
皿451
I皿452
皿453
皿454
物流の予算管理
物流予算の種類
物流予算の管理目標
物流予算の編成方法
物流の予算・実績差異分析
輸送予算の編成と実施
倉庫予算の編成と実施
物流の収益管理
物流部の管理方式
輸送の社内運賃・料金
倉庫の社内保管料
物流利益の算出法
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12 早稲田商学第363号
W100本社会計
1V110本社費の会計処理
1V111本社部門の名称
1Vユ12本社費に属する部門費名
IV113売上高対本社費比率の現状
W114本社費の年聞金額の現状
1Vユ20本社の原価計算
W12ユ本社原価計算の種類
1V122セグメントヘの本社費の配賦範
　　　囲
W123セグメントヘの本社費の配賦方
　　　法
1V130（1）業績評価目的の本社費配賦
Wユ3ユ本社費配賦の有無
W132本社費を配賦する理由
1Vユ33本社費を配賦しない理由
W130（2）価格決定目的の本社費配賦
Wユ34本社費配賦の有無
W135本社費を配賦する理由
W136本社費を配賦しない理由
W130（3）意思決定目的の本社費配賦
1V137本社費配賦の有無
W138本社費を配賦する理由
1V139本社費を配賦していない理由
1V140本社の予算管理
W141本社費予算の編成方法
1V142本社予算の管理水準
W143本社予算の現状
1V144業務別予算を編成していない理
　　　由
1V工45予算差異分析の活用法
W150本社の利益管理
W151本杜部門の独立採算制
1V152現在独算制を実施している本社
　　　部門
W153独算制で使用している管理制度
1V154社内振替価格の使用方法
1V200社内金利会計
lV210
W211
1V212
W213
IV214
］V215
1V216
676
社内金利の会計処理
杜内金利制度の実施有無
社内金利制度の実施目的
本社が徴収している金利の内容
社内金利の計算期間
杜内金利の改訂頻度
社内金利の決算修正
lV220社内金利の原価計算
（1）有利子負債の社内金利計算
W22ユ有利子負債（借入・劃引・社債
　　　等）の金利計
W222有利子負債の手取金額の計算法
W223有利子負債の経済的負担の計算
　　　法
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（2）非有利子負債の社内金利計算
〕V224無利子負債（買掛金・支払手形
　　　等）の金利計算
W225資本金の金利計算
W226社内留保金（上記以外の資本）
　　　の金利計算
1V230杜内金利制度の運用
W231資本コストの計算法
W232資本調逢源泉の区分法（1V231の
　　　Cの場合）
1V233総社内金利率の計算法
1V240現場からの社内金利の徴収法
W241使用する社内金利の種類
W242社内金利を徴収する対象
1V243社内金利の計算法
W3C0惰報処理会計
lV311
IV3I2
1V313
1V314
惰報処理費の対象費目
情報処理費の構成比率
売上高対情報処理費の現状
自社開発の社内使用ソフトウェ
アの会計処理
W340
IV341
W342
1V343
W344
情報処理の予算管理
情報処理費の管理方法
情報処理予算の決定法
ソフトウェア予算の編成法
ソフトウェア予算の差異分析
1V320
IV321
W322
1V323
1V324
情報処理の原価計算
惰報処理原価計算の現状
ソフトウェア原価計算の種類
ソフトウェア費の算入費目
アプリケーション別の原価計算
1V350
IV351
1V352
W353
1V354
情報の利益管理
情轍処理部門の管理方式
情報処理費のチャージバック
チャージバックの振替価格
チャージバックする主要な目的
W330
1V331
1V332
W333
情報処理の計画設定
情報処理計画の設定者
社内外の情報処理費の比較
惰報処理費の評価法
W360情報処理の費用効果分析
1V361憎報処理効率の測定法
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工4
第2表
早稲田繭学第363号
管理会計実態調査表回収会社
か
旭硝子株式会社
安藤電気株式会社
し、
飯野海運株式会社
株式会社石井鐵工所
株式会社伊勢丹
伊藤忠商事株式会社
市光工業株式会社
イワキ株式会社
岩谷産業株式会社
う
株式会社内田洋行
株式会社宇野澤組鐵工所
花王株式会社
加賀電子株式会社
科研製薬株式会社
鹿島株式会社
加商株式会社
兼松エレクトロニクス株式会社
カルソニック株式会社
川田工業株式会社
関東自動車工業株式会社
株式会杜関電工
き
キッコーマン株式会社
キャノン株式会社
極東石油コニ業株式会社
株式会社極洋
え
け
栄研化学株式会社
工一ザイ株式会社
NKK株式会社
株式会社エンプラス
京王帝都竃鉄株式会社
京成電鉄株式会社
大江工業株式会社
岡部株式会社
小田急不動産株式会社
株式会社小野測器
オムロン株式会社
株式会社小糸製作所
児玉化学工業株式会社
コピァ株式会社
小松ゼノァ株式会社
小松メック株式会社
株式会社小森コーポレーション
コンピ株式会社
678
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　さ
株式会社さか美
株式会社さくら銀行
株式会社サクラダ
佐々木硝子株式会社
佐世保重工業株式会社
澤藤電機株式会社
サンウエーブエ業株式会社
サンケン電気株式会社
株式会杜サンシャインシテイ
三信電気株式会社
　し
ジェコー株式会社
株式会社芝浦製作所
昭光通商株式会社
蛇の目ミシンエ業株式会社
J　UK　I株式会社
シルバー精工株式会社
昭和アルミニウム株式会社
昭和電工株式会社
昭和産業株式会社
信越化学工業株武会社
新京成電鉄株式会社
新キャタピラー三菱株式会社
　す
スズキ株式会社　　、
住友化学工業株式会社
　せ
西武鉄道株式会社
セイコー電子工業株式会社
株式会社西洋フードシステムズ
株式会社世界貿易センタービルデイング
株式会社セコニック
全国朝日放送株式会社
株式会社ゼクセル
　た
大興電子通信株式会社
大成建設株式会社
株式会社高岳製作所
大昭和製紙株式会社
武田薬品工業株式会社
立川ブラインドエ業株式会社
第一屋製パン株式会社
　ち
中央スバル自動車株式会社
千歳電気工業株式会社
株式会社チヨダ
　つ
株式会社土屋製作所
株式会社ジャパンエナジー
　て
帝国通信工業株式会社
帝人株式会社
テイヒュー株式会社
テルモ株式会社
電気化学工業株式会社
株式会社電通
　　　　　　　　　　　　　　　679
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東亜含成株式会社
東亜建設工業株式会社
東罐興業株式会社
東光電気株式会社
東京エレクトロン株式会社
東京瓦斯株式会社
株式会社東京銀行
東京産業株式会社
東京製鐵株式会社
株式会社東京ソワール
東京建物株式会社
東京電力株式会社
株式会社東急ストア
株式会社東芝
東芝ケミカル株式会社
東芝タンガロイ株式会社
東芝プラント建設株式会社
東邦石油株式会社
東燃株式会社
東プレ株式会社
東洋インキ製造株式会社
東洋高砂乾電池株式会社
東レ株式会社
株式会社トクヤマ
トピー工業株式会社
株式会社トプコン
株式会社トープラ
な
株式会社永谷園
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に
西松建設株式会社
日榮不動産株式会社
日興護券株式会社
日揮株式会社
日機装株式会社
日産ディーゼルエ業株式会社
株式会社日新
日清製粉株式会社
日清食品株式会社
日清紡株式会社
日東化学工業株式会社
日特建設株式会社
株式会社日平トヤマ
日本オイルターミナル株式会社
日本紙パルプ商事株式会社
日本ギアエ業株式会社
株式会社日本経済新聞社
日本建鐵株式会社
日本工営株式会社
株式会社日本興業銀行
日本合成ゴム株式会社
日本精工株式会社
日本精鉱株式会社
日本製粉株式会社
日本石油輸送株式会社
日本セメント株式会社
株式会社日本デジタル研究所
日本電気システム建設株式会社
日本電子株式会社
日本電設工業株式会社
日本パイプ製造株式会社
主葵企業における管理会計の実態調査結果
日本フィルコン株式会社
日本鋪道株式会社
日本ポリウレタンエ業株式会社
日本マランッ株式会社
ね
ネポン株式会社
株式会社ノリタケ・カンパニーリミテッ
　ド
富士通株式会社
富士通機電株式会社
株式会社富士通ゼネラル
富士電機株式会社
富士紡績株式会社
株式会社不二家
株式会社フジクラ
扶桑レクセル株式会社
株式会社ブリジストン
文化シャッター株式会社
17
ほ
は
橋本フォーミングエ業株式会社
本州化学工業株式会社
本田技研工業株式会社
氷川商事株式会社
日立工一アイシー株式会社
株式会社臼立家電
株式会社日立製作所
日立造船富岡機械株式会社
日立ツール株式会社
日立電子株式会社
日立粉末治金株式会社
菱三商事株式会社
ふ
株式会社富士銀行
富士重工業株式会社
富士ゼロックス株式会社
不ニサッシ株式会社
藤沢薬品工業株式会社
株式会社フジタ
前田道路株式会社
丸善株式会社
丸善石油化学株式会社
マルハ株式会社
み
三井海上火災保険株式会社
三井金属鉱業株式会社
三井倉庫株式会社
三井造船株式会社
三丼東圧化学株式会社
三井不動産販売株式会社
三井物産株式会社
三菱化学株式会社
三菱瓦斯化学株式会社
三菱白動車工業株式会社
三菱製紙株式会社
681
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三菱電機株式会社
む
株式会社ムトウ
武藤工業株式会社
株式会社明電舎
明治機械株式会社
明治製菓株式会社
明星電気株式会社
明和産業株式会社
早稲田商学第363号
株式会社ユーシン
よ
養命酒製造株式会社
横河電機株式会社
横河ヒューレット・パッカード株式会社
吉田工業株式会社
株式会社よみうりランド
ら
ラサエ業株式会社
り
モービル石油株式会社
株式会社守谷商会
株式会社リード
リンテック株式会杜
ロスモ石油株式会社
安田生命保険相互会社
ヤマハ株式会社
わかもと製薬株式会社
和光証券株式会社
宥楽土地株式会社
匿名会社　　4社
合　　計　229社
682
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第3表　I工00全社管理会計　回答集計表
I110　内部統制
I111貴社における内部統制の範囲
A　内部牽制と内部監査のことである。
　B　計算的統制による問接的経営管理のことである。
C　Bのほか現場の直接的経営管理も含めている。
　D　内部統制という概念はない。
?? 集種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 74 44．325 垂5，5 78 43．121 51．299 45．0
B 81 48．523 迅1．8 91 50．313 31．7104 46．8
C 57 34．1 20 36．462 34．315 36，677 34，7
D 6 3．6 4 7．3 8 4．4 2 4．9 10 4．5
社　数 167 100，O 55 100．O工81 100．0 41 100．O222 100．O
I112
A
B
C
D
E
貴社の内部統制組織
財務部とコントローラ部を分離していない。
財務部とコントローラ部を包括したものが経理部である。
財務部とコントローラ部を分離している。
コントローラ部のことを経理部と呼んでい乱
コントローラ部のことを経理部以外の名称で呼んでいる。
?? 業種別分類 規模別分類 繕回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 18 10．7 4 7．5 16 8．8 6 15．422 10．0
B 74 44．316 30，2 17 39．219 48．790 40．9
C 66 39，523 43．478 43．111 28．289 40．5
D 26 15．6 15 28．336 19．9 5 12．8 4ユ 18．6
E 30 18．0 9 17．033 18，2 6 15．439 17．7
社数 167100．0 53 1⑪0．0 18工 100．O 39 100，0220 100．0
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I113
A
B
C
D
E
早稲田商学繁363号
コントローラ部（又は経理部）の組織
予算課（又は予算類似の課）を含む。
会計課（又は会計類似の課）を含む。
統計課（又は統計類似の課）を含む。
監査課（又は監査類似の課）を含む。
その他の課を含む。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 127 76．035 66．Oユ35 74．627 77．5162 73．6
B 127 76．O40 75．5135 74．632 75．O167 75．9
C 53 3ユ．7 17 32．1 55 30．415 40，070 31．8
D 31 18．6 9 17．033 18．2 7 20，040 18，2
E 27 16，210 18．931 11．1 6 10，O37 16．8
社　数 169 100，0 51 100．0180100．0 40 100．0220100．0
I114
A
B
C
D
E
財務部（又は経理部）の組織部
売掛課（又は売掛類似の課）を含む。
投資課（又は投資類似の課）を含む。
買掛課（又は買掛類似の課）を含む。
資金課（又は資金類似の課）を含む。
その他
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 91 54．518 34．091 50．818 43．9109 49．5
B 84 50．329 54．790 50．323 56．1113 51．4
C 90 53，919 35．896 53，613 31．7109 49．5
D 159 95．250 94．3170 95．039 95．ユ 209 95．0
E 1 O．6 O 0．O 1 0．6 O 0．0 1 0．5
社　数 167 100．0 53 100．0179 100．0 41 100，O220100．0
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環境変化による経理部の将来像
本社経理部の地位は低下しつつある。
本社経理部の地位は高まりつつある。
本社経理部の地位は大きく変わらない。
本社経理部の機能は現場に分散化しつつある。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 8 4．8 1 1．8 7 3．9 2 4．9 9 4．1
B 46 27．518 32．754 29．8 ユ0 24．464 28，8
C 95 56．930 54．5101 55．824 58．5125 56，3
D 32 19．2 8 ユ4．5 34 18．8 6 14．640 18．0
社数 ユ67 100．O 54 100．0180 100．0 41 100．0221 100．O
工120財務管理会計
I12ユ財務管理の方式
A　財務予算は前年実績や環境予測等から編成している。（伝統的方式）
　B　財務予算は基本計画及び業務計画から天降り式に編成している（P　P　B方式）
C　財務予算は前年の実績に関係なく業務計画から積上げ式に編成している（ゼロ
　　ベース方式）
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 101 59．1 33 60，0111 59．423 59．0134 59，3
B 36 21．1 12 21．839 20．9 9 23．148 21．2
C 54 31．621 38，265 34．810 25，675 33．2
社　数 171 100，0 55 1C0，0187 100，O 39 100．O226 100．0
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I122
早稲田商学第363号
目標利益の本質
長期利益より短期利益を重視している。
短期利益より長期利益を重視している回
利益の確保より社会的責任を重視してい乱
利益の確保と社会的責任を共に重視している。
目標利益は特に指示しない回
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 79 46．520 37．780 43，719 47．599 44．4
B 25 14．7 6 ユ1．3 24 I3．1 7 17．531 13．9
C 4 2．4 2 3．8 3 1．6 3 7．5 6 2，7
D 85 50．028 52．894 51．4 19 47．5113 50．7
E 11 6．5 5 9．4 15 8．2 1 2．5 16 7．2
社数 170100．0 53 100．0183 100．O 40 100．0223100．0
工123
A
B
C
D
E
利益業績の評価法
売上金額目標の達成度で評価する。
利益金額目標の達成度で評価する。
売上高利益率目標の達成度で評価する。
資本利益率目標の達成度で評価する。
その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 70 42．216 27．667 37．619 41．386 38．4
B 148 89．246 79．3157 88．237 80．4194 86．6
C 42 25．311 19．O 41 23．O12 26．ユ 53 23．7
D ユ7 ユ0．2 4 6．9 19 10．7 2 4．3 21 9，4
E 5 3．0 2 3．4 5 2．8 2 4．3 7 3．1
社　数 166 工00，O 58 100．0178 100．0 46 100．0224 ユ00．O
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I124
主要企業における管理会計の実態調査結果
資金業績の評価法
資金はすべて本社で集中管理してい飢
各事業部門でも資金を分散管理している。
資金業績より利益業績を重視している。
利益業績より資金業績を重視している。
その他
23
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 152 88．944 80．0159 85．937 90．2196 86．7
B 14 8．2 7 ユ2．7 19 10．3 2 4．9 21 9．3
C 59 34．52C 36．4 66 35．713 31．779 35，O
D 11 6，4 3 5．5 12 6．5 2 4．9 ユ4 6，2
??
12 7，O 6 10．9 14 7，6 4 9．8 ユ8 8．0
社数 171 100．0 55 ユ00．0 185 100，O 41 100．0226 100．0
I125財務会計と管理会計
両会計は別個の部門が担当している。
期中は管理会計で処理し，期末に財務会計に調整している。
コンピュータで管理会計と財務会計を同時並行的に実施している。
本格的な管理会計は実施していない。
その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 葬製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 37 21．8ユ0 18．540 21．9 7 17．1 47 21．0
B 21 12．4 7 13．O25 13．7 3 7．3 盤 12．5
C 101 59．4劉 63．O1ユ2 61，223 56．1135 60．3
D 38 22．412 22．239 21．311 26．850 22．3
E 2 1．2 0 0．0 2 1．1 0 0．0 2 0．9
社　数 170100．0 54 100．0183 ユ00．0 4工 100．0224 100．0
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I130
I131
　A
　B
　C
　D
早稲田商学第363号
人的管理会計
人的資源の管理会計の状況
人的資源への支出を資産計上している。
人的資源への支出を資産計上したことがある。
資産計上は一切考えたこともない。
できれば将来資産計上を考えてみたい。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 3 1．8 1 2．O 3 1，7 1 2，6 4 1．9
B 5 3．0 1 2，0 4 2，3 2 5．1 6 2．8
C 133 81．141 80．4144 81．830 76．9174 80．9
D 25 15．2 9 17．628 15．9 6 15．434 15．8
社数 ユ64 工00．0 51 100．0176 100．O 39 100．O215 工00．0
I132
　A
　B
　C
　D
モチベーションの高揚法
予算の編成に現場の参加を強く求めている。
標準の設定に現場の参加を強く求めている。
責任会計によりモチベーションを高めている。
責任追究より成果報奨を重視している。
???
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A ユ07 63．333 63，5111 60．729 76．3工40 63．3
B 44 26．0 5 9．6 39 21．310 26．349 22．2
C 68 40．220 38．577 42．1 11 28，988 39．8
D 9 5．3 7 ユ3．5 13 7．1 3 7，9 16 7．2
社数 169 ユ00．0 52 100．O183 100．0 38 100，0221 100．O
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エユ33
　A
　B
　C
　D
主要企榮における管理会計の実態調査結果
人件費の集計範囲
現金給与しか計算していない。
付加給付も加え労働費用を求めている。
役員給与も加え総人件費を求めてい乱
年閻人件費のほか生涯資金も求めている。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 26 ユ5．6 6 ユ1、ユ 27 14．8 5 ユ2．8 32 ユ4．5
B 55 32，912 22．251 28．0 ユ6 41．067 30．3
C 120 71．945 83．3133 73．1 32 82．1165 74．7
D 10 6．O 5 9．3 11 6．0 4 10．3 ユ5 6．8
社　数 167 100．0 54 100．0182 100．O 39 100．0221 100．O
I134
　A
　B
　C
　D
教育費の管理方法
教育費の原価計算を試みている。
教育費は予算で厳しく管理している。
不況になれば教育費も削減する。
教育費は一種の投資として管理している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 首分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 1 0．6 0 0．0 1 0．6 O 0．0 1 O．5
B 86 51，225 垂8．1 92 51．ユ 19 47．51ユ1 50．5
C 58 3里．5 1？ 32．759 32．8 ユ6 40．075 34．1
D 70 4工．7 20 38．5 75 41．7 ユ5 37．590 40．9
社　数 168100．O 52 100．0180 100．0 40 100．0220 100．0
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I140
I141
　A
　B
　C
　D
早稲田商学第363号
経営計画会計
経営方針の内容
社是は会社経営の象徴にすぎない。
社是に基づいて経営計画を設定している。
全社方針から部門方針を設定している。
経営方針は毎年修正している。
?? 業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 29 17．3 7 工3，2 31 17．1 5 12，536 16．3
B 28 ユ6．7 7 13．232 17．7 3 7．5 35 15．8
C 127 75．639 73，6134 74．O32 80．O166 75．1
D 49 29．221 39．652 28．718 45．O70 31．7
社　数 ユ68 100．O 53 100，0181 100．O 40 100．0221 100．0
I142
　A
　B
　C
　D
経営計画の設定者
経営計画は常務会が設定している。
経営計画は本社部門が設定している。
経営計函は現場部門が設定している。
経営計圃は全社的委員会が設定している。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 73 42．725 47，278 42．220 51．398 43．8
B 80 46．823 43．485 45．918 46．2103 46．0
C 18 10．5 5 9．4 21 11．4 2 5．1 23 10．3
D 26 15．2 5 9．4 27 14．6 4 10．331 13．8
社　数 171 100．0 53 工00．0 185 100．O 39 100．O224100．0
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エユ43
　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査緒果
経営計画の設定法
利益計画から資金計画を設定している。
資金計画から利益計画を設定している。
利益計画と資金計画は同時に設定している。
利益計画と資金計画を設定していない。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 79 46．522 42．384 46．217 42．5101 45．5
B 1 0．6 2 3，8 3 1．6 0 O．0 3 1．4
C 97 57．1 30 57．7104 57．123 57．5127 57．2
D ユ 0．6 0 0．0 0 O，0 1 2．5 1 O．5
社数 170 100．0 52 100，0182 100．0 40 100．0222100．O
Iユ44
　A
　B
　C
　D
利益計画の種類
会社全体の利益計画を立てているにすぎない。
事業部門毎にも利益計画を立てている。
製品種類毎にも利益計画を立てている。
長期利益計画も設定している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 24 14．0 6 ユユ、3 23 ユ2．5 7 17．530 ユ3．4
B 130 76，045 84．9143 77．732 80．0175 78．1
C 68 39．812 22．665 35．315 37．580 35．7
D 80 46．827 50．987 47．320 50．⑪ ユ07 47，8
社　数 171 100，O 53 100，0184 100．0 40 100．0224 100．0
69ユ
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I150
I151
　A
　B
　C
　D
早稲田商学第363景
経営統制会計
予算管理の使命
差異分析による責任追究を重視する。
参加による目標管理を重視する。
金額管理のほか物量管理も重視する。
為替変動等は予算管理の対象外とする。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 93 59．224 44．499 57，6 18 46．2117 55．5
B 69 43．931 57．482 47．718 46，2100 47．4
C 42 26．8 8 14．838 22．1 12 30．850 23．7
D 17 10．8 6 ユエ．ユ 17 9．9 6 15．423 10，9
社数 157 ユ00．0 54 ユ00．0 172 100．0 39 100，0211 100．O
I152
A
B
C
D
E
F
原価管理の新方式
活動基準原価計算（A　B　C）を実施している。
ライフサイクル・コステイングを実施している。
原価企画を実施している。
品質原価計算を実施している。
ゼロベース予算（Z　B　B）を実施している。
標準直接原価計算を実施している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 10 9．3 3 16．7 9 8．9 4 16．O13 10．3
B 6 5．6 2 11．1 7 6．9 1 4．O 8 6．3
C 34 31．5 3 工6．7 31 30．7 6 24．O37 29．4
D 1 O．9 0 0．0 ユ 1．0 0 0．0 1 0．8
E 20 18．5 3 16．7 20 19．8 3 12．023 18．3
63．O10 55．661 60．4 ユ7 68．078 61．9　F社数 68
ユ08 100．O 18 100，01O1 100．0 25 100．0126 100．0
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I153原価構成の構造変化
単位1％
費　　目 現　在 20年前
A 研究開発費
B 製造原価
C 仕入原価等
D 営業費
E 本社費・金利
F 総原価
分類 業種別分類 規模男1分類 総回答会社
年代 製造業 非製造業 一部上場 その他 合計
設問 現在 20年前現在 20年前現在 20年前現在 20年前現在 20年前A 4．3 3．0 0．1 C，1 4．1 2．8 2．O 1．5 3．6 2．5
B 59．161．911．0工迅．5 53．256．346．1遵8．5 51．654，5
C 19．517．667．46追、4 25．122．933．531．827．124．9
D 12．512．2ユ6．0 16，112，712．514，213．913．012．8
E 4．6 5．3 5．5 4，9 4，9 5．5 4，2 4．3 4，7 5．3
F 100．0100，0100．O10010100．0100．0100．0100．0100．O100．0
社数 70 70 13 13 64 64 19 ユ9 83 83
I154
　A
　B
　C
　D
経営統制の実施方法
事前統制より事後統制を重視している。
事後統制より事前続制を重視している。
ライン統制よりスタッフ統制を重視している。
スタッフ統制よりライン統制を重視している。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 27 16，810 20，829 17．0 8 21．1 37 17．7
B 118 73．327 56．3118 69．027 71．1145 69．4
C 17 10，6 7 14．6 20 11．7 4 ユ0，5 24 11．5
D 68 42．2 2工 43．875 43．9 14 36．889 42．6
社数 161 100．0 48 100I0171 100，0 38 100．0209 100．O
693
30
I160
I16ユ
早稲田商学第363号
内部監査
内部監査の所属
社長直属である。
経理部に属している。
経理部から独立している。
ゼネラルスタッフに属している。
内部監査課（係）はない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 47 27．317 31．551 27．613 31．764 28．3
B 29 16，9 6 11．1 27 14．6 8 19．5 35 15．5
C 68 39．525 46，379 42．714 34，193 41．2
D 16 9．3 6 11．1 22 11，9 0 0．0 22 9．7
E 45 26．216 29．649 26．512 29．361 27．0
社数 172 100．0 54 100．0185 100．0 41 100．0226 100．0
I162
　A
　B
　C
　D
内部監査課と監査役の関係
両者は別個に機能している。
両者は別個であるが有機的に協力している。
内部監査課は事実上監査役の管理下にある。
その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
固答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 59 42．1 21 48．865 43．915 42．980 4317
B 73 52．1 20 46．574 50．O19 54．393 50．8
C 工3 9．3 3 7．O 14 9．5 2 5．7 16 8．7
D O O，O 1 2．3 1 0．7 0 0．O 1 O，5
社数 140100．0 43 100．0148 100．O 35 100．O183 100．0
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I163
A
B
C
D
E
主要企業における管理会計の実態調査結果
内部監査の範囲
会計監査しか行っていない。
制度監査も行っている。
業務（能率）監査も行っている。
「商法上の業務監査」（第274条）も補助している。
その他
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 38 25．316 33．340 24．714 38．9 54 27，3
B 56 37，326 54．2 69 42．613 36．182 41．4
C 84 56．023 47．989 54．9 18 50．0107 54．0
D 35 23．3 5 1O．4 35 21．6 5 13．940 20．2
E 2 1．3 5 lO．4 7 4，3 0 0，0 7 3．5
社数 150 100．O 48 100．0162 100．0 36 100．0198 100，O
I164
　A
　B
　C
　D
業務（能率）監査の内容
勘定科目別に効率を監査している。
機能・活動別に効率を監査している。
セグメント別に効率を監査している。
費用効果分析を実施している鉋
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含　計 平　均??
回答数 百分率 回答数■ 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 30 27．817 45．9 34 29．1 13 46，447 32．4
B 76 70．412 32．4 72 61，5 16 57．1 88 60．7
C 24 22，2 9 24．3 29 24．8 4 14．3 33 22．8
D 15 13．9 3 8．1 14 12．0 4 14．3 18 12．4
社　数 108100．0 37 100，0117 工00．0 28 100．01真5 100．0
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第4表　n100研究開発計画　回答集計表
II110研究開発費の会…十処理
皿11ユ研究開発費管理の対象費目
　A　研究所・研究部の活動費
　B　工場の研究室の活動費
　C　パイロットブラントの費用
　D　研究に関する庶務・会計の費用
　E　社外への委託研究の費用
　F　工場の品質管理・検査・測定等の費用
　G　特許出願・訴訟に要する費用
　J　一般従業員の研修・訓練の費用
???
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A ユ40 87．512 50．0130 87，222 62．9152 82．6
B 73 45．6 4 16．770 47．O 7 20．077 41．8
C 42 26．3 7 29．241 27．5 8 22．949 26．6
D 69 43，1 9 37，568 45．610 28．678 42．4
E 101 63．1 15 62．599 66．417 48，6116 63．0
F 23 14．4 1 4．2 20 13．4 4 11．424 13，0
G 47 29．4 2 8．3 45 30．2 4 1工、4 49 26．6
J 15 9，4 7 29，217 11．4 5 14，322 12．0
社数 160100．O 24 100．O149 100．O 35 100．0184100．0
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売上高対研究開発費比率の現状
10％以上
5％以上，10％未満
3％以上，5％未満
1％以上，3％未満
1％未満
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 10 6．4 0 O．0 9 6，1 1 2．7 ユ0 5．4
B 31 19．9 ユ 3．4 30 17．6 2 16．2 32 17．3
C 30 工9．2 0 O．O 23 15．5 7 18．930 16．2
D 5工 32．7 9 3！、0 51 31．8 9 35，1 60 32．4
E 35 22，420 69，042 30．413 27．055 29．7
社数 156 100．O 29 100．O148 100．O 37 100．0185 100．O
皿1ユ3研究開発費の年間金額の現状
　A　1，000億円以上
　B　500億円以上，1，000億円未満
　C　100億円以上，500億円未満
　D　100億円未満
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 6 3．8 0 C．0 6 4．0 0 0．O 6 3．2
?? 5 3．1 0． O．O 5 3．3 0 0．0 5 2．7
C 25 15．7 2 7．1 27 17I3 o 2．7 27 14．4
D 123 77．426 92．9118 75．331 97．3149 79．7
社　数 159 100．0 28 100．0150 100，0 37 100．0187100．0
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皿114
　A
　B
　C
　D
研究開発費の繰延経理
過去5年間継続して繰延べている。
過去5年間継続して繰延べしていない。
遇去5年間1時繰延べを実施又は申止したことがある。
ここ1－2年，新たに繰延べを実施し出した。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 15 9．8 1 3．8 15 8．9 3 9．1 16 8．9
B ユ32 86．323 88．5132 86．323 87．9155 86．6
C 2 1．3 0 0，0 工 1．4 1 O．0 2 1．1
D 4 2．6 2 7，7 3 3．4 3 3．O 6 3．4
社数 153 100．0 26 100．0146 100．0 33 100．0179 100．0
1120研究開発の原価計算
n工2且研究開発費の処理方法
　A　基礎研究費は費用として処理している。
　B　応用研究費は費用として処理している。
　C　開発研究費は費用として処理している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数■ 百分率
A 109 71．711 50．0100 71．420 58．8120 69，0
B ユ02 67．1 7 31．891 65．018 52．9109 62．6
C 135 88．818 81．8126 90．027 79．4153 87．9
社数 且52 100．0 22 100，0140 100．0 34 100．0174 100．O
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特定研究費の会計処理
現生産のためか現生産に付随した研究開発費は製造原価に算入している竈
新製品又は新技術の開拓等の費用で企業全般に関するものは独立表示している。
新技術の採用のために特別に支出した費用は繰延している。
新製晶又は新技術の研究に特別に支出した費用は繰延している竈
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 99 76．2 8 50．085 72．022 78．6107 73．3
B 37 28．5 6 37．535 29．7 8 28．643 29．5
C 14 10．8 2 12，5 12 10，2 4 14．3 16 11．0
D 20 工5．4 1 6，3 17 14，4 4 14．321 14，4
社数 130 100．0 16 100，0118100．0 28 100．0146 100．0
皿123
　A
　B
　C
研究開発原価計算の種類
支払形態別（例えば，支払研究開発費，給料賃金，等別）に分類・集計している。
研究部門別（例えば，第1部，第2部，第3部等別）に分類・集計している。
研究性格別（例えば，基礎研究，応用研究，開発研究等別）に分類・集計してい
る。
研究プロジェクト別（例えぱ，A，B，Cプロジェクト等別）に分類・集計して
いる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 106 68．812 6⑪．O 95 66．923 71．9118 67．8
B 91 59．1 9 45．O83 58．517 53．ユ 1OO 57．5
C 36 23．4 3 15．0 31 21，8 8 25．039 22．4
D 79 51．3 5 25．070 49．3 ユ4 43．884 48．3
社数 154 100．0 20 100，0142 100．0 32 100．0174 ユ00士0
699
36
lI124
　A
　B
　C
　D
早稲囲商学第363号
技術研究費の独立表示
技術研究費に人件費も計上している。
技術研究費に中央研究所費をすべて計上している。
技術研究費に事業部又は工場の研究部門費も計上している。
技術研究費に繰延研究開発費の償却額も計上している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 108 86．4 7 77．894 84，721 91．3115 85．8
B 36 28．8 1 11．1 32 28．8 5 21．737 27．6
C 59 47．2 4 44．455 49．5 8 34．863 47．O
D 13 10．4 1 u．1 11 9．9 3 13．O14 10．4
社数 125 100．0 9 100．0111 100．0 23 100，0134 100．0
1130研究開発の計画設定
1131研究開発プロジェクトの評価方法
　A　決定論的評価法を使用する。
　B　経済論的評価法を使用する。
　C　O　R的評価法を使用する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 62 52．ユ 4 25．0 5工 47．215 55．666 48．9
8 66 55．5 12 75．065 60．213 48．178 57．8
C 4 3．4 0 O．0 3 2．8 1 3．7 4 3．O
社数 ユユ9 100．0 16 100，0108 100．0 27 100．0135 100．0
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研究開発費計画の設定方式
過去の実績に自然増と新規増を加算して編成する。（増分方式）
過去の実績以下か一律カットして編成する。（シーリング方式）
予算総額内で低効率のものは中止し高効率のものは採用する。（ゼロベース方
式）
再提案し承認を受けない限り数年経過後は自動的に中止する。（サンセット方
式）
そのつど，研究開発責任者の判断で設定するに過ぎない。（そのつど方式）
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
?? 　製造業回答数百分率 　非製造業回答数百分率 　一部上場回答数百分率 　その他回答数百分率 合計社数 平　均百分率
A 41 28．1 2 1C．5 38 27．9 5 17．243 26．1
8 12 8．2 0 O．0 10 7．4 2 6．9 12 7．3
C 76 52．1 10 52，671 52．215 51．786 52．1
D 5 3．4 O O．0 4 2．9 1 3．4 5 3．0
??
30 20．5 8 42．1 32 23，5 6 20．738 23．O
社　数 146100，0 19 100．0136 100，0 29 100．0165 100．O
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研究開発の予算管理
研究開発費予算の総額算定法
売上高百分率法で算定する日
売上単位法で算定する。
成長率法で算定する。
利益百分率法で算定する。
目標利益率法で算定する。
任意増減法で算定する。
支出可能高法で算定する。
投資利益率法で算定する。
研究員数法で算定する。
競争者対抗法で算定する。
研究プロジェクト法で算定する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 39 31．O 0 O．O 33 28．4 6 21．439 27．1
B 2 ユ．6 O O．O 2 1．7 o 0．0 2 1．4
C 3 2．4 0 O．0 3 2，6 0 0．0 3 2．1
D 4 3．2 O 0．0 4 3．4 0 O，0 4 2．8
E 8 6，3 1 5．6 8 6．9 1 3，6 9 6．3
F 35 27．8 6 33．333 28．4 8 28．641 28．5
G 15 11．9 7 38．919 16．4 3 10，722 15．3
H 7 5．6 2 11．ユ 7 6．0 2 7．1 9 6．3
1 7 5．6 2 11，1 8 6．9 1 3．6 9 6．3
J 0 0．O 0 0．0 0 0．0 O 0，0 O O．O
K 4ユ 32．5 5 27．835 30．211 39．346 31．9
社　数 126 100．0 18 100．0116 100．0 28 100．0144 100．0
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皿142研究開発プロジェクト別予算の編成法
　A　全研究開発プロジェクトとも殆ど共通している。
　B　研究開発プロジェクト毎に殆ど相違している。
　C　現製品プロジェクトと新製品プロジェクトにより相違してい乱
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合討 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 62 52．1 12 70．6 59 54．1 15 55．674 54．4
B 32 26．9 4 23．530 27．5 6 22．236 26．5
C 26 21．8 1 5．9 21 19，3 6 22．227 19，9
社数 119 100．0 17 100．O109 100．O 27 100．0136 100．0
皿143年慶別予算とプロジェクト別予算との関係
　A　事業年度毎にその年度の総額を見積っている。
　B　事業年度に関係なく，研究開発プロジェクト全体について見積っている。
　C　研究開発プロジェクト全体のうち当該年度だけを次期の予算に計上している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 83 59．3 ユ0 52．6 82 63，1 11 37．993 58．5
8 ．14 10．0 ユ 5，3 11 8．5 4 13．8 15 9．4
C 62 44．3 8 42，1 54 41．516 55．270 44，0
社数 140 100．O 19 100．0ユ30 100，0 29 100．0159 100．0
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皿144研究開発費予算修正の可否
　A　いったん確定すると，期中では一切修正しない。
　B　確定後も，情況の変化により，適宜予算を修正している。
C　確定後は，特別の事態が発生した場合のみ，例外として修正している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 30 20．5 1 5．3 24 17．8 7 23．331 18．8
8 64 43．815 78．963 46，716 53．379 47．9
C 52 35．6 4 2工．1 49 36，3 7 23．356 33．9
社　数 146 100．0 19 100．0135 100．O 30 100．O165 100．0
皿145研究開発費予算超過の措置
　A　予算は大枠を示すだけで，若干超過してもかまわない。
　B　稟議をとらなければ，超過は一切認められない竈
C　確定後，研究開発環境が大幅に変化する時は修正する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 46 32．9 3 15．034 26．215 50．049 30．6
B 43 30．7 5 25．040 30，8 8 26．748 30．0
C 60 42．912 60．063 48，5 9 30，072 45．0
社　数 ユ40 100，0 20 100．0130 100．0 30 100．0160 100．0
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n150研究開発の利益管理
皿ユ5ユ研究所の利益管理組織
　A　研究所に独立採算制を導入し，利益で評価している。
　B　研究所に事業部制を採用し，独立会社のように利益管理を行っている凸
　C　研究所を全額出資の子会社にし．完全に分離して利益管理を行っている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 9 30．O 1 12．5 6 22．2 4 36．4 10 26．3
B 15 50，0 4 50．0 13 48．1 6 54，5 19 50．O
C 8 26，7 3 37．5 9 33．3 2 18．2 11 28．9
社数 30 100．0 8 100．O 27 100．0 1ユ 100，0 38 100．0
皿152研究所の利益管理方法
　A　研究所は事業部等から研究開発の受注を受けると共に社内受入研究開発料を振替
　　　る。
　B　関連会社等からも研究開発の受注を受け，それに見含う社外受入研究開発料を計
　　　上する。
　C　研究開発費予算は研究所所管とし，従来通り原価管理を行うにとどめる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 28 30．4 3 27．326 30．2 5 29，431 30．1
B 11 12，0 2 18．2 13 15．1 0 O．0 13 12．6
C 63 68．5 6 54．557 66．312 70，669 67．0
社数 92 100．0 11 100．0 86 100．0 17 1C0．0103 100．O
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皿153研究所の収益計算法
　A　市価があるものはそれによる。
　B　市価があるものはそれを一定率割引して決める。
　C　市価がないものは原価に利益を加算して決める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 固答数 百分率 回答数 百分率 社数 ’百分率A 21 56．8 1 25．014 48．3 8 66．722 53．7
8 2 5．4 1 25，0 2 6，9 1 8．3 3 7．3
C 19 51．4 3 75．017 58．6 5 41．722 53．7
社数 37 100．0 4 ユ00．0 29 100．0 12 100．0 41 100，0
皿154研究所の利益算出法
　A　受入研究開発料から本社費等すべての費用を控除して，純利益を算出する。
B　受入研究開発料から研究所の費用だけを控除して，貢献利益を算出する。
C　受入研究開発料から支払研究開発料だけを控除して，限界利益を算出す飢
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 16 55．2 1 20．014 58．3 3 30．017 50．O
B 8 27．6 3 60．0 6 25．O 5 50．011 32．4
C 5 17．2 1 20．0 4 16．7 2 20，0 6 17．6
社数 29 100，0 5 100，0 24 100．O 10 100．O 34 100．0
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研究開発の費用効果分析
費用効果分析の実施内容
一事業年度全体の研究開発費と売上高を比較分析する。
一事業年度中の研究開発費と売上高を事業部別に比較分析する。
一事業年度中の研究關発費と売上高を研究性格別等に比較分析する。
事業年度に関係なく，特定の研究開発ブロジェクト毎にその全期聞の研究開発費
と売上高を比較分析する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百一分率A 53 54．ユ 5 38．552 58．4 6 27．358 52，3
B 29 29．6 1 7．7 27 30，3 3 13．630 27，0
C 15 15．3 1 7．7 10 11．2 6 27，316 14．4
D 22 22．4 7 53．8 19 21．310 45．529 26．1
社　数 98 工00，0 13 ユ00．0 89 100．O 22 100．0111 100．0
皿162　費用効果分析の実施対象
A　新製品の研究開発費は，研究關発ブロジェクト毎に全期間の研究關発費と売上高
　　　を比較分析する。
8　現製品の研究開発費は，期閥毎にその期間の研究開発費と売上高を比較分析する。
　C　基礎研究費等の非製晶研究開発費は，売上高と比較分析しない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 40 42．ユ ユ■6．7 33 38．8 8 32．041 37．3
B 41 43．2 5　　33．3 37 43．5 9 36．0喜6 41，8
C 40 42．1 10　　66．7 39 45．911 44，050 45．5
社　数 95 100．0 15　100．085 100．0 25 ユ00，0 110 100．0
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皿163研究開発の売上効果の利用法
　A　予算総額の算定に利用する。
　B　研究開発プロジェクト別予算の編成に利用す乱
　C　部門別等の予算の編成に利用する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 24 30．4 3 25．022 31．0 5 25．O27 29．7
B 35 44．3 3 25．030 42．3 8 40．O38 41．8
C 30 38，0 6 50．027 38．0 9 45．036 39．6
社　数 79 100．O 12 100．0 7ユ 100，0 20 100．0 9工 100．O
n164
　A
　B
C
研究開発の利益効果の測定法
事業年度全体について行う。
事業年度に関係なく，特定の研究開発プロジェクトの開始から終了までの全体に
ついて行う。
当期に実施する研究開発ブロジェクト部分について行う。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 40 45．5 6 46．237 46．8 9 40，946 45．5
B 36 40．9 5 38．533 41．8 8 36．441 40．6
C 24 27．3 2 15．4 19 24．1 7 31．826 25．7
社　数 88 100．0 13 100．0 79 100．0 22 1CO．O工01 100．0
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皿165研究開発の利益効果の利用法
　A　研究開発計画の採否基準として利用する。
　B　研究開発代替案の優先順位を決めるのに利用する。
C　研究關発活動の実施後，業績評価に利用する。
??
業種別分類 規模別分類 総圓答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均???
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 40 51．9 4 36，437 54．4 7 35．044 50．O
B 14 18．2 2 18．212 17，6 4 20．0 ユ6 ユ8，2
C 37 48．1 8 72．733 48．512 60．045 5ユ．1
社　数 77 100．O 1ユ 100，O 68 100，O 20 100．0 88 100．0
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第5表皿200製造会計　回答集計表
1210
皿211
A
B
C
D
E
F
製造原価の会計処理
製造原価の対象費目
材料費・労務費及び経費
製遙後の検査・整理・選別等の費用
工場間の輸送費・包装費等
長期間保管が必要な時の保管費
事業税
借入金利子
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 固答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 159 100．0 14 100，O138 100．O 35 100．0173 100．0
B 105 66．O 7 50．O93 67，419 54，3112 64．7
C 84 52．8 9 64，376 55．1 17 48．693 53．8
D 43 27．0 3 2L435 25．4 11 31，446 26．6
E 9 5．7 O 010 6 4．3 3 8．6 9 5．2
F 0 0，0 0 0．0 0 O，0 0 0．0 0 O．O
杜　数 159100．0 14 100，O138100．0 35 100．0173 100，0
II212製造原価の構成比率の推移
現在10年前20隼前
A 直接材料費
直接労務費
製造問接費
製造原価　　100．0　100．0　100，O
回 鞭別頒 規棲別分嚢 繕回答会社
製造藁 撤造桑 一部上場 その他??
現在 ユO年副 20年前現在 1O年前20年前現在 lo年前20年前’現在 lO年前20年前現在 1O年前20年前
＾ 57．862．874．458，362．665．O58．763，661．668．771．858．960」 66．562．7
B 17．916，316．917．Ol1．615．618．1工8，8 16．517．I16．2ユ7．5 171915．916，8
???
24．322．120．314．314，O12．623．622，320．922．8ユ8．8 16．o23，42L壬 19．6
100．O1oo．o1OO．O1OO，O100，O100．Oloo，olOO，O100．O100．Oloo．o100．O1oo．o100，O
????
社数．71
? ? 7 7 7 ? ? ? ? ? ?? ? ?
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皿213直接材料費の計算法
　A　先入先出法で計算している血
　B　後入先出法で計算している。
　C　移動平均法で計算している。
　D　個別法で計算している。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 24 18．2 2 16．7 20 17．2 6 21．426 18．1
B 14 10．6 1 8，3 14 12．1 1 3．6 15 10．4
C 85 64．4 6 50．073 62．918 64．3 91’ 63．2
D 25 18．9 3 25．023 19．8 5 17．9 28 19．4
社　数 132’100．b 12 100．0116 100．0 28 100．014垂 100．O
皿214工場現場の労務費の処理法
　A　固定費として処理している。
　B　変動費として処理している。
　C　製造直接費として処理している。
　D　製造間接費として処理している。二
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業’ 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 56 37．3 3 23．1 49 36．610 34．559 36．2
B 16 10．7 3 23，1 ユ5 」11．2 4 13．8 19 11．7
C 94 62．7 7 53．8 85 63．416 55．210ユ 62．0
D 32 21．3 4 30．830 乞2，4 6 20．736 22．1
社数 一150100，0 13 100．O134 100．⑪ 29 100．0！63 100．0
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皿22！
　A
　B
　C
　D
　　　　　　　　　　　　早稲田商学第363号
製造の原価計算
製造原価計算の種類
全部原価計算しか実施していない。
直接原価計算も実施している。
活動基準原価計算を実施している。
原単位原価計算を実施している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 88 54．7 8 61．576 54．320 58．896 55．2
B 70 43．5 2 15．459 42．1 13 38，272 41．4C 8 5．0 1 7．7 6 4．3 3 8．8 9 5．2
D 37 23．O 2 15．4 34 24．3 5 I4．739 22．4
社　数 161 100．0 13 100．OI40 100．0 34 ユ00．0 174 100，0
1I222
　A
　B
　C
　D
全部原価計算の方法
間接費は単一基準で配賦している。
間接費は複数基準で配賦している。
問接費は目的により配賦基準が相違する。
間接費は配賦しない。
??
集種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 36 25．2 2 工5．4 27 21．4 11 36．738 24．4
B 67 46．9 5 38．559 46．813 43．372 46．2C 56 39．2 3 23，149 38．910 33．359 37．8
D 5 3．5 3 23．1 8 6．3 0 0．O 8 5．1
社　数 143 100．0■ 13 100．0126 100．0 30 100．O156 100，0
7I2
u223
　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査結果
変動費と固定費の分解
勘定科目法で費用分解している。
散布図表法で費用分解している。
最小自乗法で費用分解している。
変動費率法で費用分解している。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 142 97．9 7 87．5121 96．828 100．0149 97．4B 0 0．0 0 O．0 0 0．0 0 0．0 0 O．0
C 0 0．O O O．0 0 0．O 0 0．0 0 0．O
D 5 3．4 1 12．5 6 4．8 O 0．0 6 3．9
社　数 工45 100．O 8 10C，0125 100．O 28 100．0153 100．O
皿224
　A
　B
　C
　D
直接原価計算制度の内容
期申・期末とも直接原価で計算する。
期末には直接原価を全部原価に組替える。
標準直接原価計算を実施している。
直接原価計算を将来は導入したい。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 首分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 32 31．7 3 75．O29 34．5 6 28．635 33．3B 24 23．8 1 25，020 23．8 5 23．825 23，8C 40 39．6 工 25，O33 39．3 8 38．1 41 39．0D 19 18．8 O O．O 13 15．5 6 28．6 19 18．1
社　数 101 100，O 4 ユ00，0 84 100．O 21 100．0105 100．0
713
50　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第363号
皿225補助部門費の製造部門への配賦法
　A　直接配賦法で配賦している回
　B　階梯式薗己賦法で配賦している。
　C　相互配賦法で配賦している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 91 65．5 6 60．084 65，613 61．997 65．1
???
42 30．2 3 30．037 28．9 8 38．145 30．2
C 15 10，8 1 10，O13 10．2 3 14．3 16 10．7
社　数 139 100．0 10 100．O128 100．0 21 100，0149 100．O
II226
　A
　B
　C
　D
　E
活動基準原価計算（A　B　C）制度
現在AB　Cを実施している。
早急にAB　Cを導入したい。
活動基準原価管理（A　BM）を実施している。
早急にA　BMを導入したい。
A　B　CやA　BMを導入したいと思わない。
???
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 9 11，5 1 14．3 8 11．0 2 16．71O 11．8
B 7 9．0 0 0．0 5 6．8 2 16．7 7 8．2
C 3 3．8 0 0．0 2 2，7 1 8．3 3 3．5
D 4 5．1 0 0．0 3 4．1 1 8，3 4 4．7
E 55 70．5 6 85．755 75．3 6 50．061 71，8
社数 78 100，0 7 100．O 73 100．0 12 100．0 85 100．0
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皿231
　A
B
C
D
E
F
主要企業における管理会計の実態調査結果
製造の計画設定
特殊原価調査の実施例
自製か購入かの分析を実施している。
加工か販売かの分析を実施している。
受注か拒否かの分析を実施している。
追加か除去かの分析を実施している。
製品組合せの分析を実施している。
販売価格決定の分析を実施している。
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??
業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 85 74．6 4 57．1 68 72．321 77．889 73，6
B 12 工0．5 ユ ユ4．3 10 10．6 3 11．1 13 工0．7
C 43 37．7 3 42．933 35，1 13 48．146 38．O
D 11 9，6 1 ユ4．3 12 12．8 0 O．0 12 9．9
E 36 31．6 2 28．6 34 36，2 4 14．838 31．4
F 67 58．8 6 85．7 55 58．518 66，773 60．3
社数 114 100．0 7 100，0 94 100．0 27 100．0121 100．0
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A
B
C
D
E
F
G
早稲田商学第363号
使用する特殊原価の種類
差額原価を使用している。
機会原価を使用している。
付加原価を使用している鉋
埋没原価を使用している血
回避可能原価を使用している。
取替原価を使用している。
その他の特殊原価を使用している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 60 66．7 3 42．951 69．912 50．063 64．9
B 31 34．4 1 ユ4．3 25 34．2 7 29，232 33，0
C 工9 21．1 2 28．613 17．8 8 33．3 2ユ 21，6
D 15 16，7 0 0．0 13 17．8 2 8．3 15 ユ5．5
E 4 4．4 0 O．0 4 5．5 0 0．0 4 4，1
F 11 12．2 1 ユ4．3 10 13．7 2 8．3 12 ユ2，4
G 14 15．6 2 28．6 12 16．4 4 16．716 ユ6．5
社　数 90 100．0 7 100．0 73 100．0 24 100．O 97 100，0
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皿241
A
B
C
D
E
主要企業における管理会計の実態調査結果
製造の予算管理
製造原価の管理法
変動費は標準原価で管理する。
変動費は見積原価で管理する。
固定費は固定予算で管理する鉋
固定費は変動予算（実査法）で管理する。
固定費は変動予算（公式法）で管理する。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 80 55．9 4 40．066 54，1 18 58．1 84 54．9
B 46 32．2 6 60．O41 33，6 ユ1 35．552 34．O
C 106 74．1 6 60．O89 73，O23 74．2112 73，2
D 10 7．0 3 30．O 12 9．8 1 3．2 13 8，5
E 1 0．7 o O．O O O，O 1 3．2 1 0，7
社　数 143 100．O 10 100．0122 100，0 31 100．0153 100，O
∬242
　A
　1≡；
　C
　D
製造標準原価の設定法
墓準標準原価で設定している蓼
当座標準原価で設定している蓼
理想標準原価で設定している邊
現実的標準原価で設定している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 45 38．1 2 33．336 36．711 42．347 37．9
B 22 18．6 ユ 16．7 19 19．4 4 15．4 23 18．5
C 3 2．5 ユ ユ6．7 2 2．0 2 7．7 4 3，2
D 51 43．2 2 33．343 43．91O 38．553 42，7
社数 118 100，O 6 100．0 98 100，0 26 100．01幽 100．0
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皿243直接賓の標準差異分析
　A　材料受入価格差異を求めている。
　8　材料消費数量差異を求めている。
C　直接作業には作業時間差異を求めている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 97 79．5 5 83．379 79．O23 82．工 102 79．7
8 70 57．4 5 83．360 60．015 53．675 58．6
C 55 45．1 1 16．746 46．010 35．756 43．8
社数 ユ22 100，0 6 100．0100 100．0 28 100．0128 100．0
皿244製造間接費の予算差異分析
　A　予算差異を求めている。
　B　能率差異を求めている。
　C　操業度差異を求めている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 126 90．6 7 87．5106 90．627 90，O133 9C．5
B 23 16．5 0 0．0 18 15．4 5 16．723 15．6
C 66 47．5 2 25，054 46．214 46．768 46．3
社数 139 100．0 8 100．O117 100．O 30 100．0147 100．0
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　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査結果
活動墓準原価計算（AB　C）の内容
決算報告に使用している。
原価管理に使用している。
価格決定に使用している。
A　B　Cを実施していない。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 10 9．5 1 20．0 8 8．9 3 15．0 ユ1 10．0
B 20 19．0 1 20．0 ユ5 16．7 6 30．021 19．1
C 9 8．6 0 O．0 7 7．8 2 ユ0．0 9 8．2
D 76 72．4 5 100．0 69 76．712 60．081 73．6
社数 105 100．0 5 100，0 90 100．0 20 100．01ユ0 1OO．0
皿246標準直接原価計算の内容
直接材料費の管理に使用している。
直接労務費の管理に使用している。
変動問接費の管理に使用している。
固定閏接費の管理に使用している。
標準直接原価計算を実施していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 62 53．4 ユ ユ6，7 42 44．721 75．063 51．6
B 32 27．6 0 O．O 24 25．5 8 28．632 26．2
C 12 10．3 1 ユ6．7 11 11．7 2 7．1 ユ3 10．7
D 8 6．9 ユ 16．7 8 8．5 1 3．6 9 7，4
E 47 40．5 5 83，345 47．9 7 25．052 42，6
社数 116 100．0 6 100，0 94 100．0 28 100．0122 工00，0
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■250製造の利益管理
皿25ユエ場の管理方式
　A　工場は原価を管理するにすぎない。
　B　工場に独立採算制を実施している。
　C　工場に事業部制を実施している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 87 60．0 3 37．570 57．420 64．590 58．8
8 32 22．1 3 37．528 23．0 7 22．635 22．9
C 33 22，8 2 25．O30 24．6 5 16．135 22．9
社数 145 工00．0 8 100．0122 100．O 31 100．0153 100．0
皿252工場の社内売上高
　A　原価で社内売上高を求めている。
　B　原価に利益を加算して社内売上高を求めている。
C　市価から社内売上高を逆算している。
D　支店と協議して社内売上高を求めている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 43 44．3 2 28．632 38、工 工3 65．045 43，3
B 32 33．O 3 42．930 35．7 5 25，O35 33．7
C 19 19．6 1 14，318 21，4 2 ユ0．O 20 ユ9．2
D 8 8．2 1 14，3 9 10．7 O O．0 9 8．7
社　数 97 100．0 7 100，0 84 100．O 20 100．0ユ04 100．O
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主要企業における管理会計の実態調査結果
工場利益の算出法
変動費を控除して限界利益を求める。
管理可能費をも控除して管理可能利益を求める。
工場設備費をも控除して工場利益を求める。
本杜費をも控除して純利益を求める。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
一A 48 49．5 1 16．737 45．1 12 57．1 49 47．6
B 12 12．4 1 16．7 8 9．8 5 23．813 工2，6
C 22 22．7 0 0，0 19 23．2 3 14．322 21．4
D 41 42．3 4 66．738 46．3 7 33，345 43．7
社数 、97 100，0 6 100，0 82 1OO．O 21 100．0103 100，0
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早稲田商学第363号
皿100営業会計　回答集計表
皿110
皿111
営業費の会計処理
営業費管理の対象費目
販売費のみ
販売費及び一般管理費
販売費及び一般管理費と一都の営業外費用
販売費及び一般管理費とすべての営業外費用
マーケテイング活動に付帯するすべての費用
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 13 8．0 3 6．5 13 7．6 3 7．7 16 7．6
B 82 50．O10 21．774 43．318 46．292 43．8
C 29 17．7 18 39．136 2工．1 11 28．247 22．4
D 40 24．412 26．145 26．3 7 17．952 24．8??
13 8．O 4 8．7 15 8．8 2 5．1 17 8．1
社数 164 100．0 46 ユ00．0 171 100，0 39 100，0210100．O
㎜112営業費と製造原価の区分
最終工程以後に消費した原価を営業費とする。
工場外で消費した原価を営業費とする。
工場の倉庫に搬入した以後の原価を営業費とする。
現場倉庫に搬入した以後の原価を営業費とする。
製品を販売のために出荷した以後の原価を営業費とする。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 13 8．7 4 26，716 12．O 1 3．1 17 1O，3
B 29 19．3 4 26．729 21．8 4 I2．533 20．0
C 38 25．3 2 13．329 21I811 34．440 24．2
D 15 10．O 2 13．3 15 11．3 2 6，3 17 ?，???
E 65 43．3 3 20．O52 39．1 16 50．O68
社数 ユ50 100．O 15 100I0133 100．O 32 100，0165 100，O
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皿113形態別営業費の構成比率
A　給料賃金
B　広告宣伝費
C　接待交際費
D　通信費
E　運賃・保管料
F　旅費・交通費
G　事務消耗晶費
H　貸倒損失
1　支払利息
J　割引料
K　その他
L　合討 100
業種別分類 規模別分類 ’回答会ネ
????????
製造業 非製造業 一部上場 その他
A 38．4 43．0 32．9 37．6 39．6
B 3．8 3．8 3，5 4，9 3．8
C 2．2 2，8 1，6 3．4 2，3
D ユ．3 2．4 1．2 2，0 ユ．6
E 14．8 11．2 12．5 13．2 14．6
F 3．4 3．6 2．7 3．6 3．4
G 1．5 ！．8 1．3 2．7 1，6
H 0．6 O．5 0．6 1．1 0．6
1 2，7 5．3 2．7 2．ユ 3．3
J 1．0 2．5 1．3 1．2 1．3
K 30，3 23．！ 39．7 28．2 27，9
合　計 100．0 100．0 100．0 100．O 100，0
社　数 159社 14社 138社 35社 173社
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皿114機自旨別営業費の構成比率
A 広告官伝費
B 販売促進費
C 人的販売費
D 販売管理費
E 荷造包装費
F 運送配達費
G 営業事務費???
一般管理費
■ その他
J 合 計 100
??
??
業種別分類 規模別分類
製造業 非製造業 一部上場 その他
総回答会　社
A 4．5 2．9 3，9 5．9 4．5
B 9，6 6．0 8．7 8．7 8．7
C 15．4 23．4 14．7 26．1 17．0
D 4．4 5．1 3．7 9．0 5．0
E 3．1 0，7 4．9 4．2 5．1
F 12，9 10．O 13．2 9．6 13．0
G 4．3 6．3 9．5 7，7 9．2
H 25．4 36，9 32．0 13．0 29．9
1 20．4 8．7 9．4 15．8 7，6
合 計 ユ00．0 100．0 100．0 100．0 100．O
社 数 150社 15社 133社 32社 165社
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皿120営業の原価計算
皿121営業原価計算の実施状況
定期的に実施している
形態別計算 A
機能別計算 B
製品種類別計算 C
販売地域別計算 D
注文規模別計算 E
????????
販売経路別計算 F
顧客階層別計算 G
その他 H
??
業種男1分類 規模男1分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 87 64，020 64．582 60．725 78．1107 64．1
B 29 21．3 8 25．828 20．7 9 28．137 22．2
C 77 56．6 ユ2 38．773 54，1 16 50．089 53．3
D 35 25．710 32．333 24．412 37．545 26．9
E 5 3．7 0 O．0 4 3．0 1 3．1 5 3．0
F 12 8，8 0 O．O 12 8．9 0 O．0 12 7．2
G 5 3．7 2 6．5 6 4．4 1 3．1 7 4．2
H 4 2．9 2 6．5 5 3．7 1 3．1 6 3．6
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必要に応じ実施している
形態別計算 I
機能別計算 J
製晶種類別計算 K
販売地域別計算 L
注文規模別計算 M
????????
販売経路別計算 N
顧客階層別計算 O
その他 P
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率1 8 5．9 3 9．7 9 6．7 2 6．3 11 6．6
J 21 15．4 5 16．120 14．8 6 ユ8．8 26 15．6
K 28 20．6 2 6．5 27 20．0 3 9．4 30 18．O
L 21 15．4 6 19．4 18 13．3 9 28，127 16．2
M 1o 7．4 2 6．5 10 7．4 2 6．3 12 7．2
N 工8 13．2 2 6．5 16 11．4 4 ユ2．5 20 12．0
O 21 15．4 3 9．7 20 14．8 4 12．524 14．4
P 14 10．3 1 3．2 12 8．9 3 9，4 15 9，0
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???????
形態別計算 Q
機能別計算 R
製品種類別計算 S
販売地域別計算 T
注文規模別計算 U
????????
販売経路別計算 V
顧客階層別計算 W
その他 X
??
業種別分類 規模男1分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他
??
計 平 均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社 数 百分率
Q 20 14，7 4 ユ2．9 22 16．3 2 6．3 24 14．4
R 47 34．611 35，5 50 37．0 8 25，058 34．7
S 22 16．2 8 25．824 17．8 6 18．830 18，0
T 46 33．8 8 25．847 34．8 7 21．9 54 32．3
U 76 55．915 48．1 75 55．616 50．091 54．5
V 66 48，515 48．4 67 49．614 43．881 48．5
W 70 51．512 38．7 68 50．4 14 43．882 49．1
X 49 36，0 工2 38．748 35．613 40．661 36．5
社　数 136 100．0 31 100，O135 100，0 32 10010167 100．0
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セグメント別損益の算出方法
売上総利益から全部の営業費を控除して純損益まで計算している。
売上総利益から一部の営業費だけを控除して貢献利益を計算するにとどめる。
AとBの両者（純利益法と貢献利益法）を計算している。
セグメント（製品別や地域別）の損益を計算していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 88 62，4 26 63．494 63．520 58．8114 62．6
B 23 16．3 7 17．122 14．9 8 23．530 16．5
C 13 9．2 7 17．1 ユ2 8．1 7 20，619 10．4
D 19 工3，5 3 7．3 21 14．2 ユ 2．9 22 12．ユ
社数 141 100．0 41 100．0148100．0 34 100．0182 100．0
I皿123セグメント別貢献利益の算出方法
変動営業費を控除して限界利益を算出している。
直接営業費を控除して間接費控除前利益を算出している。
統制可能費を控除し統制可能利益を算出している。
節約可能営業費を控除し除去損益を算出している。
販売費を控除し販売損益を算出している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 26 3ユ．3 7 26．925 30．1 8 30．833 30．3
B ユ2 14，5 8 30．813 15．7 7 26，920 18，3
C 7 8．4 5 19，2 9 10．8 3 11，5 ユ2 u．0
D 1 ユ，2 0 O．0 1 1．2 0 0．0 1 0，9
E 49 59．O13 50．048 57．814 53．862 56．9
社数 83 100．0 26 100，0 83 工00．O 26 100．0109 100．O
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皿130営業の計画設定
皿ユ31黒字セグメントの増益計画
　A　営業費を増大して売上高の増加を図る。
　B　営業費を削滅して利益の増加に努める。
　C　営業費の使い方を工夫して利益を増加する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 国答数 百分率 社数 百分率A 24 17．9 6 15．4 27 18．9 3 10．030 17，3
B 34 25．4 4 10．3 34 23．8 4 13．338 22．0
C 101 75．4 3ユ 79．5108 75，524 80．0132 76．3
社　数 134 且00．0 39 100，0143 100，O 30 100．0173 100．0
皿132赤字セグメントの増益計画
　A　営業費を増カ日して売上高の増加を図る。
　B　営業費を削滅して赤字の回避に努める。
　C　営業費の使い方を工夫して利益を増加す乱
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 10 7．6 0 O．0 10 7．1 0 0．0 10 5．9
B 54 41．217 43．657 40．4 ユ4 48．3 7ユ 4工．8
C 89 67．924 6ユ．5 96 68．1 17 58．6113 66．5
社数 131 100．0 39 1OO．O141 100．0 29 100．0170 100．0
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赤字セグメントの除去計画
赤字のセグメントは販売を中止する。
販売を中止することによって，当該セグメントの赤字を減らせれば，販売を中止
する。
たとえ赤字でも将来，利益が得られる見込みがあれば，販売を中止しない。
たとえ赤字でも，他のセグメントの利益に大きく貢献している時は，販売を中止
しない。
赤字セグメントでも販売を中止しない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 5 3．8 4 1O，O 5 3．5 4 14．3 9 5．3
B 19 14，6 3 7．5 20 1里．1 2 7．1 22 12，9
C 82 63，1 21 52．588 62．015 53．6103 60．6
D 41 31．5 ユ2 30．045 31．7 8 28．653 31．2
E 6 4．6 5 12．5 8 5．6 3 10．711 6．5
社数 1301OO．0 40 100，O142 100．0 28 100．0170 100．0
皿134
A
B
C
D
E
赤字セグメントの除去分析
赤字額から節約不能費（又は回避不能費）を差引いて除去損益を求める。
貢献利益から本社費の配賦額を差引いて除去損益を求める。
限界利益から固定費を差引いて除去損益を求める。
売上総利益から営業費を差引いて除去損益を求める。
その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 13 16．5 7 38，914 17．7 6 33．320 20，6
B 21 26．6 2 11．121 26．6 2 11．123 23．7
C 34 43．0 7 38．935 44．3 6 33，341 42．3
D 19 24．1 3 16．719 2迅．1 3 16．722 22，7
E 4 5．1 1 5，6 4 5．1 1 5．6 5 5，2
社　数 79 100．O 18 ユ00．0 79 100．0 ユ8 100．0 97 100．0
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主要企業における管理会計の実態調査結果
営業費計画の設定法
毎年ゼロベースで営業費を計画している。
数年おきにゼロベースで営業費を計画している。
一部の費目について時折ゼロベースで営業計画を立てている。
将来はぜひゼロベースで営業費の計画を立てたい。
ゼロベース予算（Z　B　B）のことは，知らない。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 32 27．813 38．237 29．1 8 36．445 30，2
B 12 10．4 3 8，8 13 10．2 2 9．1 15 10．1
C 45 39．1 7 20．648 37．8 4 18．252 34，9
D 23 20．O 8 23，526 20．5 5 22．731 20．8
E 7 6．1 3 2．8 7 5．5 3 13．6 10 6．7
社数 115 100．0 34 100．0127 100．0 22 100．0110100．0
皿140営業の予算管理
皿141営業費予算と売上高予算の関係
　A　主として売上高予算から営業費予算を誘導する。
　8　主として営業費予算から売上高予算を誘導する。
　C　売上高予算と営業費予算を相関的に編成する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 47 31，810 21，346 28．811 31．4 57 29．2
B O 0．0 2 垂．3 1 0，6 1 2，9 2 1．O
C 103 69．635 74．5115 71．923 65．7138 70．8
社数 148100亡0 47 10C．0160 100．0 35 100．0195 100，0
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皿142営業費の予算管理方式
販売費
固定予算で管理 A
変動予算で管理
割当予算で管理
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 83 58．O15 41．784 56．414 46．798 54．7
B 50 35．014 38，953 35，611 36．764 35．8
C 28 19．6 6 16．729 19．5 5 16．734 19，O
物流費
固定予算で管理
変動予算で管理
割当予算で管理
E
F
40　　28．0　　　5
90　　　62．9　　　16
8　　　5．6　　　2
13．9
44．4
5．6
41
89
27．5
59．7
5．4
17
13．3
56，7
6．7
45
106
10
25，1
59．2
5．6
一般管理費
固定予算で管理
変動予算で管理 H
割当予算で管理
G10573．418ユ4　　　9．8　　　6
30　　　21．0　　　12
社数143100，036
50，0
16．7
33，3
100．O
103
17
37
149
69．1
11．4
24．8
100．0
20
30
66．7
10．0
16．7
I00．O
123
20
42
179
68，7
11．2
23，5
100，O
732
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皿143
A
B
C
D
営業費予算の弾力性
予備費予算で調整している。
費目の流用を認める。
稟議により予算超過を認める。
予算外支出を認める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 15 9．7 6 13．0 19 1ユ．5 2 5．7 2ユ 10．5
B 41 26．6 5 10．937 22．4 9 25．746 23．O
C 98 63．630 65．2107 6奥．8 21 60．0128 64．O
D 43 27，916 34．849 29，710 28．659 29，5
社数 154 100．0 46 100．0165 100，0 35 100．0200 100，0
皿144
A
B
C
D
予算・実績差異の管理法
経理課が事後管理している。
予算課が事後管理している。
販売部が白己管理している。
予算差異はあまり問題にしない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均???
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 65 41．924 5ユ．1 71 42，818 50．089 44，1
B 47 30．317 36．256 33，7 8 22．264 31．7
C 100 64．518 38．397 58．421 58．3118 58．4
D 4 2．6 4 8．5 8 垂．8 0 0．0 8 4，O
社数 155 100，0 47 10C．0166 100，0 36 100．0202 100，O
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皿150
㎜151
A
B
C
D
E
早稲田商学第363号
営集の利益管理
営業損益の算出法
売上総利益で営業損益を求める。
営業利益で営業損益を求める。
営業部利益で営業損益を求める。
貢献利益で営業損益を求める。
純利益で営業損益を求める。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 26 17．3 3 6．3 24 14．8 5 13，929 14．6
B 75 50．020 41．783 51．2 12 33．395 48．0
C 25 16．7 7 14．624 14，8 8 22．232 16．2
D 18 12．0 14 29．223 14．2 9 25．032 16．2
E 27 18．0 1ユ 22．935 21．6 3 8，3 38 19．2
社数 王50 100．O 48 100．0162100．0 36 100，0198100．0
㎜152
A
B
C
D
E
営業損益を算出するセグメント
製品別に営業損益を求めている。
地域別に営業損益を求めている。
顧客別に営業損益を求めている。
支店別に営業損益を求めている。
販売員別に営業損益を求めている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 国答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 108 75．023 56．1108 71．523 67，6131 70．8
B 24 16．7 5 12．223 工5．2 6 17．629 且5．7
C 25 17．4 6 14．622 工4．6 9 26．531 16．8
D 65 45．1 24 58．574 49．015 44．189 48．1
E 6 4．2 1 2，4 6 4．O 1 2．9 7 3．8
社数 144 100．0 41 100．0151 100．O 34 100．0185 100．0
734
皿153
A
B
C
D
E
主要企業における管理会計の実態調査繕果
営業利益の評価法
前期の実績と比較して比較する。
当期の予算と比較して比較する。
他のセグメントと比較して比較する。
他社の予想利益と比較して比較する。
榮界の標準利益と比較して比較する。
7ユ
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 95 60，939 79，6110 65，524 64．9134 65．4
B 148 94．947 95．9159 94，636 97，3195 95．1
C 20 12，8 4 8．2 20 11．9 4 10．824 11．7
D 14 9．0 4 8．2 17 10．1 1 2．7 18 8．8
E 10 6．4 ?? ユ0．2 」13 7，7 2 5．4 15 7．3
社数 156 100．0 49 100，0168100．0 37 100．O205 100．O
㎜154
　A
　B
　C
　D
営業業績の報奨法
販売員に賞与を支給する。
部門管理者の人事考課に反映させる。
関係者を表彰する。
特別に何の報奨も行わない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均設一問一
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 15 9．8 8 ユ8，2 20 12，7 3 7．7 23 11，7
B 71 46．420 45．572 45，619 48．791 46．2
C 47 30．716 36．452 32I911 28．263 32．0
D 53 34，613 29．553 33，513 33，366 33．5
社数 153 100．O 44 100．0ユ58 100，O 39 100．0197 100．0
735
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皿160
I皿16ユ
　A
　B
　C
　D
　　　　　　　　　　　　早稲田商学第363号
営業の費用効果分析
営業費の効果測定部署
営業費の効果は経理部が測定する。
営業費の効果は営業部が測定する。
営業費の効果は内部監査課が測定する。
営業費の効果は測定しない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 53 34，214 35．050 31．617 45．967 34．4
B 67 43．2 ユ2 30．069 43．710 27．079 40．5
C 2 1．3 1 2．5 3 1．9 0 0．O 3 1．5
D 52 33．5 13 32．552 32．913 35，1 65 33．3
社数 155100．0 40 100．0158 100．O 37 100，0195 工00．0
m162営業費の効果測定法
　A　会社全体の売上高と営業費の比率を比較するにすぎない。
　B　営業費の種類ごとに効果を測定している。
　C　製品別や地域別に効果を測定している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 64 55．7 工7 48．666 53．215 57．781 54．O
B 24 20，914 40．031 25．O 7 26．938 25．3
C 37 32．2 5 14．336 29．0 6 23，1 42 28．0
社数 115100．O 35 100．0124 100．0 26 100．0150 100．0
736
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m163営業費の効果測定尺度
　A　売上高で効果を測定する。
　B　売上総利益で効果を測定する。
　C　営業利益で効果を測定する。
　D　貢献利益で効果を測定する。
　E　純利益で効果を測定する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 53 45．316 45．759 47，210 37．069 45．4
B 22 18．8 3 8．6 18 14．4 7 25．925 1614
C 54 46．216 45．758 46．412 44．470 46．1
D 15 12．8 7 20，0 19 15，2 3 11．1 22 14，5
E 19 16．2 3 8．6 18 14．4 4 14．822 14．5
社数 117 100．0一35 100．0125 100．0 27 100．O152 100．0
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第7表　皿200販売会計　回答集計表
皿210販売の会計処理
皿21工純売上高の計算法
　A　総売上高から売上返晶を控除して求める。
　B　総売上高から売上値引を控除して求める。
　C　総売上高から売上割引を控除して求める。
　D　総売上高からリベートを控除して求める。
??
業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 107 68．230 78，9ユ06 67，531 81．6137 70．3
B 130 82．830 78．9129 82．231 81，6160 82．1
C 51 32．514 36．852 33．1 13 34．265 33．3
D 39 24．81O 26，343 27．4 6 15．849 25．1
社数 157100．O 38 100．0157 工00．O 38 100．0195 100，0
皿212売上高の計上法
　A　商晶の社外売上高のみを計上する。
　B　商品の社内売上高も計上する。
　C　社内サービスの提供高も計上する。
??
集種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 138 82．631 67，4137 79．232 80．O169 79．3
B 32 19，2 16 34．840 23．1 8 20．O48 22．5
C 5 3．0 2 4．3 6 3．5 1 2．5 7 3．3
社数 ユ67 100．0 46 100．O173 100．0 40 100．0213100．0
738
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皿213　セグメント別の売上高
　A　製晶別に売上高を集計している。
　B　地域別に売上高を集計している。
　C　顧客別に売上高を集計している。
　D　支店別に売上高を集計している。
　E　販売員別に売上高を集計している。
??
業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 163 97．6 3工 70．5工56 90．738 97．4194 91．9
B 54 32．315 34．1 60 34．9 9 23．1 69 32．7
C 76 45．5 17 38．675 43，618 46．293 44．1
D 96 57．531 70．5106 61．621 53，8127 60．2
E 24 14．4 6 13．6 27 15．7 3 7．7 30 14．2
社数 ユ67 ユ00．0 44 ユ00．0 172 ユ00，0 39 ユOO．0 2ユユ ユ00．O
皿214売上原価の計算法
　A　実際原価で計算している。
　B　標準原価で計算している。
　C　直接原価（変動費）で計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 111 67．338 88．4128 75．721 53．81垂9 71．6
B 57 34．5 3 7，O 45 26．615 38，560 28．8
C 17 1O，3 5 11．6 18 10．7 4 10．322 10．6
社数 165 100．0 43 100．0169 ユ00．0 39 ユOO．0 208 ユ00．0
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m220販売の原価計算
（ユ）給料・賃金の計算
皿22ユ給料・賃金の支払制度
　A　年功序列型を堅持している。
　B　職務給制度を採用している。
　C　刺激的賃金制度を大幅に取り入れている。
　D　利益分配制度を大幅に取り入れている。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造桑 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 67 40．121 42．074 41．814 35．088 40．6
B 128 76．635 70．0135 76．328 70．0163 75．1
C 5 3．0 3 6，O 6 3，4 2 5．O 8 3．7
D 6 3．6 4 8．0 7 4，0 3 7．5 ユ0 4．6
社数 167 100，0 50 100．0177100．0 40 100．O2工7 100．O
皿222
　A
　B
　C
　D
給与総額の決定法
労働協約により一定額をきめている。
生産性向上分を増額する。
ラッカー・ブラシ又はスキャンロン・プラン等を取り入れている。
出来高給や能率給を取り入れている。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 118 90，125 67．6119 86．924 77，4143 85．1
B 12 9．2 6 且6．2 ユ2 8，8 6 19．418 10．7
C O 0．O 0 0．O 0 O．0 0 0，O 0 0．0
D 18 工3．7 9 24．324 17，5 3 9，7 27 16．1
社数 ユ3工 100．O 37 100．O137100．0 3ユ 100．0ユ68 ユ00，0
740
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（2）接待交際費の計算
皿223接待交際費の管理法
　A　税法の規定通り分類し，限度内に抑える。
　B　会社の交際費を合計で記録し，合計額だけを管理している。
　C　販売部と他の部の交際費を区分し，別個に管理してい孔
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 39 24．112 26，742 25．1 9 22．551 24．6
B 27 16．7 10 22，230 18．0 7 17．537 17．9
C 114 70．427 60刮0115 68，926 65．0141 68．1
社数 162 100．0 45 100．0167 100，O 40 100．0207 100，O
㎜224
　A
　B
　C
　D
接待交際費の認可法
事前に承認を求めさせる。
個人枠を与えている。
社内金券制度を用いている。
一定額を現金で前渡する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 127 83．O23 62，2118 78．732 80，0150 78．9
B 21 13．716 43．229 19．3 8 20．037 19．5
C 12 7．8 1 2．7 12 8．O 1 2．5 ユ3 6．8
D 3 2．0 1 2．7 3 2．0 1 2．5 4 2．1
社数 153 1⑪0．0 37 100，O150 100．0 40 100．0190 100．O
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（3）リベートの計算
皿225　リベートの名称
　A　割戻し
　B　歩戻し
　C　リベート
　D　その他
早稲囲商学第363号
??
業種別分類 親模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 47 40．215 50．O50 41．312 46．262 42．2
B 6 5．1 2 6．7 7 5．8、 ユ 3．8 8 5．4
C 45 38，5 7 23．346 38．0 6 23．1 52 35．4
D 28 23，9 9 30．O30 24．8 7 26．937 25．2
社数 117100．0 30 100．O121 100．O 26 I00．0147 100．0
皿226
A
B
C
D
E
F
リベートの支払目的
正規の価格を縫持し，実質価格を引き下げる。
蒋販売価格を維持し，乱売を防止する。
販売先に一定の利潤を分配する。
販売先の代金支払を促進させる。
販売先の代金支払の保証金とする。
販売活動を促進し，売上を増加させる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 27 24．1 6 23．128 25．0 5 19．233 23．9?? 7 6．3 0 O，O 6 5．4 1 3．8 7 5．I
C 19 17．O 7 26．923 20，5 3 11．526 18．8
D 10 8．9 4 15．412 10．7 2 7．7 14 10．1
E 2 1，8 2 7．7 3 2．7 1 3．8 4 2，9
F 95 84．822 84．695 84．822 84．6117 馳、8
社数 1ユ2 100．0 26 100．O112 100．0 26 100．0138 100．0
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11I227
A
リベートの算定基準
一定期問の売上金額
一定期間の売上数量
一定期間の回収高
系列度，その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 80 71．422 88，083 73．519 79．2102 74．5
B 46 41．110 40．045 39．811 45．856 40．9
C 12 10．7 3 12．0 14 12．4 1 4．2 ユ5 10．9
D 12 10．7 4 16，0 14 12．4 2 8．3 ユ6 11．7
社　数 112 100．O 25 100．0113 100．0 24 100．0137 100．0
皿228
E
リベートの支払方法
現金で支払う。
物品で支払う。
売掛金と相殺する。
積立金とする。
その他
??
業種男1分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 67 57，816 64．070 60．913 50．083 58．9
B 9 7．8 1 4，0 8 7．0 2 7．7 10 7．1
C 64 55．217 68，068 59．1 13 50．O81 57．4
D 14 12，1 4 16．0 17 14．8 1 3．8 18 12．8
E 5 4．3 1 4，0 5 4．3 1 3．8 6 4．3
■社数u 116100．0 25 1OO．O115 工00．⑪ 26 100．0141 工00．0
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早稲田藺学第363号
リベートの計算方法
競争会社と同額を支払う。
実際の損益にかかわらず固定比率を乗じて計算する。
実際の損益に応じて総額を計算し，これを得意先に分配する。
販売責任者の判断で適宜一定額を見積る。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 1 1，O 1 4．0 2 1．9 0 0．0 2 1，6
B 64 62．714 56．064 59．314 73．778 61，4
C 15 14．7 6 24．018 16．7 3 15．821 16．5
D 27 26．5 5 20．030 27．8 2 10．532 25，2
社数 102 100．O 25 100，0108 100，O 19 100．0127 100．O
皿230
皿231
A
B
C
D
E
I＝
販売の計画設定
売上高の予測方法
販売分析から売上高を予測する。
市場分析から売上高を予測する。
利益計画から売上高を予測する。
資金計圃から売上高を予測する。
他社の動向から売上高を予測する。
現場の予測から売上高を予測する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 85 50．315 29．485 47．215 37．5100 45．5
B 91 53．822 43．190 50．023 57．5113 51．4
C 40 23．718 35，346 25．612 30．058 26．4
D 0 0．O 1 2．0 1 O．6 0 0．0 1 O．5
E 18 10，7 1 2．0 16 8．9 3 7，5 19 8，6
F 93 55．O28 54．9102 56．719 47．5121 55．0
社数 ユ69 100．O 51 100．O180 100．O 40 100．0220100．0
744
㎜232
　A
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主要企業における管理会計の実態調査結果
利益計画の設定法
利益図表により設定する。
利益公式（C　V　P分析）により設定する。
資本図表や資本公式も利用する。
トップの政策により決定する。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 20 14．8 5 1ユ．1 20 13，8 5 14．325 13．9
B 22 16．3 5 11，1 22 15．2 5 14．327 15．0
C 1 O．7 2 4，4 3 2．1 0 0．0 3 1．7
D 104 77．039 86．7115 79．328 80．0143 79．4
社　数 135 100．0 45 100，0145 100．0 35 100．O180 100．0
皿233
　A
　B
　C
目標利益の指示法
目標利益は期閻利益額で指示する。
目標利益は売上高利益率で指示する。
目標利益は資本利益率で指示する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 150 93．848 98，0162 94．736 94．7198 94．7
B 26 16．3 4 8．2 24 14．0 6 15．830 14．4
C 5 3．1 0 C．0 5 2．9 0 O．0 5 2．4
社　数 160 100．O 49 ユOO，O 171 100．0 38 100．0209 100．0
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m234資金計画の設定法
　A　資金計画は資金運用表で設定する竈
　B　資金計画は資金繰表で設定する。
　C　資金計画は収支の大枠を示すにすぎない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 78 46．719 40．481 46．316 41．097 45．3
B 110 65．933 70．2115 65，728 71．8143 66，8
C 22 13．2 7 上4．9 22 工2．6 7 17．929 13．6
社　数 167 100．O 47 100．O175 100．0 39 100．0214 100，O
皿235販売分析の実施法
　A　売上高の長期的趨勢を分析する。
　B　売上高の周期的変動を分析する。
　C　売上高の季節変動を分析する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 101 74，329 69．O111 76．019 59．4130 73．0??
50 36．810 23．844 30．1 16 50．O60 33．7
C 54 39，716 38．158 39．712 37．570 39．3
社数 136100．0 42 100，O146 工OO．0 32 100．0178 100．0
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皿236市場分析の実施法
　A　売上高と相関関係ある要素を識別する。
　B　売上高と上記要素の関係を数量表示す私
　C　上記要素の変動を予測する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 76 63，923 62．287 68．512 41．499 63，5
B 30 25．2 7 18．9 27 21，310 34，537 23．7
C 33 27．714 37．839 30，7 8 27．647 30．1
社　数 119 100．0 37 100．0127 100．0 29 100．0156 100．O
皿240販売の予算管理
㎜241売上高予算の種類
　A　製品別に売上高予算を編成し実施する。
　B　地域別に売上高予算を編成し実施する。
　C　顧客別に売上高予算を編成し実施する。
　D　支店別に売上高予算を編成し実施する。
　B　販売員別に売上高予算を編成し実施する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 146 88．032 68．1144 83，234 85．0178 83．6
B 43 25．9 9 19．1 43 24．9 9 22．552 24．4
C 50 30．110 21．347 27．213 32．560 28．2
D 94 56．633 70．2104 60，123 57，5127 59．6??
25 15．1 8 17．028 16．2 5 12．5 33 15．5
社数 166 工00．0 47 100．0173 100．0 40 100．0213 100．0
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皿242売上高予算の達成度
　A　日次に予算達成を評価し対策を講ず糺
　B　月次に予算達成を評価し対策を講ずる。
　C　4半期に予算達成を評価し対策を講ずる。
　D　年次に予算達成を評価し対策を講ずる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 圓答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 11 6．5 3 6．3 11 6．2 3 7．5 14 6．5
B 138 81．745 93．8150 84．733 82．5183 84．3
C 35 20．719 39．643 24．311 27，554 24．9
D 59 34．9 17 35．460 33．916 40．O76 35．0
社　数 169 100．0 48 100．O177 100．0 40 100．0217100．0
皿243売上高予算の差異分析
　A　売上数量別に予算差異を分析する。
　B　販売単価別に予算差異を分析する。
　C　セグメント別に予算差異を分析する。
　D　発生原因別に予算差異を分析する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 99 62．315 33，396 57．818 47．4114 55．9
B 55 34．6 8 17．856 33．7 7 18．463 30．9
C 97 61，027 60．0105 63．319 50．0124 60．8
D 34 21．412 26．736 21．710 26．346 22．5
社数 159 ユ00．0 45 100．0166 100．0 38 100．O204100．0
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皿244売上高予算の修正法
　A　月次に売上高予算を修正する。
　B　4半期毎に売上高予算を修正する。
　C　半年毎に売上高予算を修正する。
　D　必要など売上高予算を修正する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 19 11．9 8 17．023 13．6 4 10，827 13．1
B 27 17，O 9 19，1 29 17，2 7 18．936 17．5
C 100 62，926 55，3103 60．923 62．2126 61．2
D 28 17，61C 21．330 17．8 8 21．638 18．4
社数 159 100．0 47 100．O169 100．0 37 100．0206 100．O
皿250
皿251
販売の利益管理
売上総利益の予算差異の種類
製品別に売上総利益の予算差異を求める。
地域別に売上総利益の予算差異を求める。
顧客別に売上総利益の予算差異を求める。
支店別に売上総利益の予算差異を求める。
セグメント別に予算差異を求めることはしない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 129 81．126 56．5127 75，1 28 77．8155 75．6
B 22 13．8 6 13．0 24 14，2 4 11．1 28 13．7
C 23 14．5 7 15．222 13，0 8 22．230 14．6
D 69 43，427 58．780 47．3 16 44．496 46．8
E 17 10．7 5 1C．9 18 10．7 4 11．1 22 10．7
社　数 159 100，0 46 10C．0169 100．0 36 100．0205 1C0．0
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売上総利益の予算差異の内容
売上数量の変動による予算差異を求める。
販売単価の変動による予算差異を求める。
その他の変動による予算差異を求める。
予算差異を原因別に求めることはしない。
??
業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 132 81．033 68．8141 80．124 68．6165 78．2
B 100 61．323 47．9108 61．4 15 42．9ユ23 58．3
C 72 44．218 37．577 43．813 37．190 42．7
D ユ4 8．6 7 14．6 15 8，5 6 17．1 21 10．0
社数 163 工00．0 48 ユ00．O 176 100．0 35 100．O2工1 100．0
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皿300広告会計　回答集計表
87
皿310
㎜311
A
B
C
D
E
F
G
??
J
K
L
M
広告費の会計処理
管理上の広告費算入費目
電波媒体（テレピ・ラジオ等）の広告料
印刷媒体（新聞・雑誌等）の広告料
出版物（社内報・カタログ等）の費用
広告関係のコンサルタント料
市場調査費
ダイレクトメール代
商品言十画費（コンテスト費・サンプル代等）
パブリシテイ・PR費
包装費（デザイン代・ラベル代等）
広告関係の寄付金
P　O　P広告の資材費
ショー・展示会費
広告部門の管理費（人件費・場所費等）
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 115 70．1 39 8113136 78．218 47．4154 72．6
B 151 92．146 95，8163 93，734 89．5197 92．9
C 139 84．840 83．3146 83．933 86．8179 84．4
D 58 35．422 45．874 42．5 6 15，880 37．7
E 32 19．5 14 29．238 21．8 8 21．146 2工．7
F 49 29．930 62．568 39．111 28．979 37．3
G 38 23．210 20．843 24．7 5 13．248 22．6
H 71 43．328 58．388 50．611 28．999 46．7
I 21 12．810 20．824 13，8 7 18I4 3ユ 工4．6
J 12 7．3 2 4．2 12 6．9 2 5．3 ユ4 6．6
K 30 18．3 13 27．138 21．8 5 13．243 20．3
L 121 73．825 52，1120 69，026 68．4146 68．9
M 11 6．7 2 壬．2 11 6．3 2 5．3 ユ3 6．2
社数 164 100．0 48 100．0174 100，O 38 100．02ユ2 100．0
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皿312売上高対広告費比率の現状
10％以上
5％以上，10％未満
3％以上，5％未満
3％未満
早稲田商学第363号
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 3 1．9 O 0，0 2 1．2 1 2．7 3 1．5
B 10 6．4 1 2．2 10 6．1 1 2，7 11 5．4
C 4 2．5 2 4．5 6 3，6 0 0．0 6 2．9
D 140 89．242 93．3147 89．1 35 94．6182 90，1
社　数 157 100．0 45 100，0165 100．0 37 100，O202 I00．0
㎜313広告費の年聞金額の現状
1，000億円以上
500億円以上，1，000億円未満
100億円以上，500億円未満
100億円未満
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 0 0．0 0 0．O 0 0．O O 0．0 0 0．0
B 2 1，3 0 0．0 1 0．6 1 2．7 2 0．9
C 12 7．5 1 2．2 13 7．7 0 0．O 13 6．3
D 146 91，345 97，8154 91．737 97．4I91 92．7
社数 160 100．O 46 ユ00．0 168 100．0 38 100．0206 100．O
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広告の原価計算
広告原価計算の種類
支払形態別に広告費を集計している。
広告部門の別に広告費を集計している。
広告媒体の別に広告費を集計している。
広告キャンペーン別に広告費を集計している。
製晶・地域等別に広告費を集計している。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均設問’
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 66 50．818 47，469 50．O15 50．084 50．0
B 32 24，613 34．240 29．0 5 16．745 26．8
C 42 32．315 39．5 50 36．2 7 23．357 33．9
D 30 23．1 6 ユ5．8 31 22，5 5 16．736 21．4
E 26 20，0 7 18．4 27 19，6 6 20．033 19，6
社数 130 100，O 38 100．0138 100．0 30 100．0168 100．0
皿322
　A
　B
　C
　D
媒体等別の広告原価計算
マスコミ媒体広告費を計算している。
セールスプロモーション広告費も計算している。
ニューメディア広告費も計算している。
輸出広告費も計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 61 81．324 92．371 81．6 1違 100．0 85 84，2
B 28 37．3 10 38．535 40．2 3 21．438 37．6
C 9 12．0 2 7．7 11 12．6 0 0．O 11 10．9
D 16 21．3 1 3．8 17 19．5 O O．0 17 16．8
社　数 75 100，0 26 100．0 87 I00，O ユ4 100．01O1 100，O
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マスコミ媒体の原価計算
媒体社への支払料金を計算している。
広告代理店への手数料も計算している。
広告物の制作代金も計算してい乱
広告部門の人件費・事務費も計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 68 74．725 73．584 80．0 9 45．093 74．4
B 53 58，2 ユ6 47．157 54．312 60．069 55．2
C 66 72．525 73．578 74．313 65．091 72．8
D 10 11．0 2 5．9 9 8，6 3 15，012 9．6
社数 91 100．0 34 100．O105 100．O 20 100．0125 100，0
皿324
　A
　B
　C
　D
広告費と販売促進費の関係
マスコミ媒体費以外は販売促進費とする。
広告部門の支出以外は販売促進費とする。
広告機能の費用以外は販売促進費とする。
広告費と販売促進費は一括して管理している回
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 9 8．3 1 3．1 10 8．4 0 O．0 10 7．1
B 17 15．6 4 12．520 16．8 1 4．5 21 14．9
C 49 45．0 6 18．843 36．1 12 54．555 39．0
D 40 36，721 65．652 43．7 9 40．961 43．3
社数 109 100．0 32 100．0119 100．0 22 100．0141 100．0
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皿330広告の計画設定
皿331広告キャンペーンの計画法
　A　設定法は，全キャンペーンに殆ど共通している。
　B　設定法は，キャンペーン毎に殆ど相違している。
　C　設定法は，キャンペーンのパターンにより相違している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 工7 16．2 7 2ユ．9 19 16．2 5 25．O24 17．5
B 25 23．8 4 12．5 24 20．5 5 25．O29 21．2
C 63 60．O2ユ 65．6 74 63，210 50．084 6ユ．3
社数 105 100．0 32 100．0117 100．0 20 100．0137 100．0
皿332キャンペーン計画と年度予算の関係
　A　予算は，事業年度毎にその年度の総額を見積る。
　B　予算は，事業年度に関係なく，キャンペーン全体について見積る。
　C　予算は，キャンペーン全体うち当該隼度分だけを当期の予算に計上する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 90 73，826 72．2102 76．1 14 58．3116 73．4
B 3 2．5 3 8．3 2 1．5 4 16．7 6 3．8
C 3工 25．4 8 221233 24．6 6 25．O39 24，7
社数 122 100．0 36 1⑪O．0 134 100．0 24 100．O158 100．0
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皿333
A
B
C
D
E
早稲田蘭学第363号
広告費の計画法
増分方式で広告費を計画している。
シーリング方式で広告費を計画している。
ゼロベース方式で広告費を計画している。
サンセット方式で広告費を計画している。
そのつど広告責任者の判断で計画している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 20 15．2 3 7．7 17 11．7 6 23．123 13．5
B 28 21．2 4 10．331 21．4 1 3．8 32 18，7
C 54 40．9 14 35．955 37．913 50．068 39．8
D 0 0．O 工 2．6 1 0．7 0 0．0 1 0，6
E 36 27．318 46．248 33．1 6 23．1 54 31．6
社　数 ユ32 100．0 39 100．0145 100．0 26 100．0171 100．0
皿340
皿34ユ
A
B
C
D
E
広告の予算管理
広告予算の種類
支払形態別に広告予算を立てている。
広告都門別に広告予算を立てている。
広告媒体別に広告予算を立てている。
広告キャンペーン別に広告予算を立ててい私
製晶・地域等別に広告予算を立ててい乱
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 48 33．311 28．247 30．712 40．059 32．2
B 42 29．217 43．652 34．0 7 23．359 32，2
C 54 37．512 30．855 35．9 ユ1 36．766 36．1
D 48 33．311 28，252 34．0 7 23，359 32．2
E 40 27．8 8 20．544 28．8 迅 13．348 26．2
社　数 ユ44 100．0 39 100，0153 100．0 30 100．0183 100．0
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A
B
C
D
E
F
G
??
J
主要企業における管理会計の実態調査結果
広告費予算の算定法
売上高百分率法で予算総額を算定している。
売上単位法で予算総額を算定している。
利益百分率法で予算総額を算定している。
任意増減法で予算総額を算定している。
支出可能高法で予算総額を算定している。
投資利益率法で予算総額を算定している。
競争者対抗法で予算総額を算定している。
予想購買者数法で予算総額を算定している。
照会高法で予算総額を算定している。
販売目標法で予算総額を算定している。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業’ 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 27 22．7 5 17．927 22．3 5 19．232 21．8
B 4 3．4 2 7．1 4 3．3 2 7．7 6 4．1
C 2 1．7 0 O，O 2 1．7 0 O．0 2 1，4
D 61 51．3 14 50，O67 55．4 8 30．875 51．0
E 19 16．O 6 2ユ．4 18 14．9 7 26．925 17，0
F 3 2．5 0 0．0 2 1．7 1 3．8 3 2，O
G 2 1．7 0 0，O 2 1，7 0 O．0 2 1．4
H 1 0，8 1 3．6 2 1．7 0 O．0 2 1．4
I 1 0．8 0 0．0 1 0．8 0 O．0 1 0．7
J 13 10．9 ユ3 46，414 11．6 4 15．4 18 12．2
社数 119 82，628 100，0121 100．0 26 100．0工47 100．0
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皿343予算超過に対する措置
　A　広告費予算は，単なる大枠を示すもので，若干経過してもかまわない。
　B　広告費予算の超過は，稟議をとらなければ一切認められない。
　C　予算確定後，広告環境が大幅に変化する時は広告費予算を修正する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 43 32．810 26．341 28．912 44，453 31．4
B 10 7．6 1 2．6 9 6，3 2 7．4 11 6．5
C 80 61．127 71，193 65．5 14 51．9107 63．3
社数 131 100．O 38 ユ00．0 142 100．0 27 100．0工69 100．0
皿344予算差異分析の活用法
　A　広告費予算差異について，関係者の責任を問う。
　B　広告費予算差異分析は，次期の予算編成に活用するにすぎない。
　C　広告費予算差異は分析するだけで，特別に活用することはない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 29 22，710 29．437 27．6 2 7．1 39 24，1??
69 53．917 50．O69 51．5 17 60．786 53．1
C 32 25．0 8 23．530 22．4 10 35．740 24．7
社数 128 100．O 34 100．0134 100．0 28 100，0162 100．O
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皿350広告の利益管理
皿351広告部の管理組織
　A　広告部に事業部制を採用し，独立会社のように利益管理を行っている邊
　B　広告部に独立採算制を導入し，業績評価にあたっている。
　C　広告部を金額出資の子会社にし，完全に分離している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 5 55．6 2 33．3 5 45，5 2 50．0 7 46．7
B 3 33．3 3 50，0 4 36．4 2 50．0 6 40，0
C 1 11．1 1 16．7 2 18．2 0 0．0 2 13．3
社　数 9 100．0 6 100，O 11 100．O 4 100，0 15 100．0
1皿352広告部の管理方式
　A　社内の事業部等に広告費予算を計上し，広告部は当該部門から広告の受注を受け
　　　ると共に，社内受入広告料を振替える。
　B　関遵会社等からも広告の受注を受け，それに見合う社内受入広告料を計上する。
　C　企業広告は広告部所管とし，従来通り原価管理を行うにとどめる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 20 27．4 4 23，520 25．0 4 40．024 26，7
B 0 0．0 O 0．O O 0．0 0 0．0 O 0．0
C 56 76．7 工3 76．563 78，8 6 60．O69 76．7
社　数 73 100．0 17 10C，0 80 100．O 10 100，0 90 100．0
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皿353受入広告料の計算法
　A　受入広告料は，市価があるものはそれによる。
　B　受入広告料は，市価があるものは，それを一定率割引して決める。
　C　受入広告料は，市価がないものは，原価に利益を加算して決める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 12 66．7 4 66．711 61．1 5 83．316 66．7
B 3 16．7 0 0．O 3 16．7 0 O．O 3 12．5
C 5 27．8 2 33．3 6 33．3 1 16．7 7 29．2
社数 18 100．0 6 100．0 18 100．O 6 100．0 24 100．0
皿354広告部利益の算出法
　A　受入広告料から，本社費等すべての費用を控除して純利益を算出する。
　B　受入広告料から，広告部門の費用だけを控除して貢猷利益を算出する。
　C　受入広告料から，支払広皆料だけを控除して限界利益を算出する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 固答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 3 42．9 0 0．O 2 28，6 I 25．0 3 27．3
B 0 0．O 3 75．O 3 42．9 0 0，0 3 27，3
C 4 57．1 1 25．O 2 28．6 3 75．0 5 45．5
社数 7 100．0 4 100．0 7 100．0 4 100．O 11 100，0
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m360広告の費用効果分析
m361広告の売上効果の利用法
　A　売上効果は，予算総額の算定に利用する。
　B　売上効果は，キャンペーン別予算の算定に使用する。
　C　売上効果は，セグメント別予算の算定に使用する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 32 56．1 13 48．141 54．7 4 44．445 53．6
B 16 28，1 7 25．9 21 28．0 2 22．223 27．4
C 11 19，310 37．0 18 24．0 3 33．321 25．O
社　数 57 100．0 27 1OO．0 75 100．0 9 100．O 84 100．0
皿362
　A
　B
広告の利益効果の測定法
利益効果は，事業年度全体について測定する。
利益効果は，事業年度に関係なく，特定キャンペーンの開始から終了までの全体
について測定する。
利益効果は，使用する広告媒体毎に測定する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 二部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 34 60．716 64．O47 67．1 3 27．350 61．7
B 14 25．0 6 24．0 14 20．0 6 54．520 24．7
C 11 19，6 7 28．0 16 22．9 2 18．2 18 22．2
社数 56 100．0 25 1OO．0 70 100．0 11 10⑪．0 81 100．O
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皿363広告の利益効率の活用法
　A　利益効率は，広告計画の採否基準として活用す孔
　B　利益効率は，広告代替諸案の優先順位を決めるのに活用する鉋
　C　利益効率は，広告実施後，業績評価に活用する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均???
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 23 46，912 54．531 50．O 4 44．435 49．3
B 14 28，6 5 22．716 25．8 3 33．3 19 26．8
C 13 26，5 8 36，419 30．6 2 22．221 29．6
社　数 49 100．0 22 100．0 62 100．0 9 100．0 71 100．0
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皿400物流会計　回答集計表
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皿410
皿4ユ1
物流費の会計処理
物流費の対象費目
支店で製晶を販売するための物流費
工場から支店に製品を移動させるための物流費
工場内で製晶を製造する際の物流費
原材料を調達するための物流費
商品の返品・容器の回収・廃棄物の回収のための物流費
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均設’問＼
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 111 77．工 18 85．7107 81．122 66．7124 78，18 117 81．3 9 42．999 75．027 81．8126 76．3C 28 19．4 2 9．5 25 18．9 5 15，230 18．1
D 36 25．O 5 23．833 25．O 8 24．241 24．8
E 50 34．7 9 42．950 37，9 9 27．359 35．7
社　数 144 1OO．O 21 ユ00，0 132 100．0 33 100，0165 100．O
皿412
A
B
C
D
E
売上高対物流費比率
ユO％以上
5％以上，1O％未満
3％以上，5％未満
1％以上，3％未満
1％未満
??
一業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 個答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 垂 2，9 1 4．3 3 2．4 2 6．1 5 3，1
B 28 20．4 1 4．3 26 20．5 3 9．1 29 18．1
C 78 56．9 8 3垂．8 64 50．422 66，786 53．7
D 9 6．6 5 21．7 工3 10．2 1 3，0 ユ4 8．7
E 18 工3．1 8 3壬．8 21 16．5 5 15，226 工6．2
社　数 工37 100．O 23 100，O127 100．0 33 100．0160 100．0
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皿413
　A
　B
　C
早稲田商学第363号
実施中の物流会計
物流原価計算を実施している。
物流採算分析を実施している。
物流予算管理を実施している。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 21 18．3 2 11．820 18．5 3 ユ2，5 23 17．4
B 11 9．6 1 5，9 12 11．1 0 O，O 12 9．0
C ユ04 90．415 88．296 88．923 95．8119 90．1
社　数 115 100．0 17 100，Oユ08 100．0 24 100．0132 100．O
皿414
　A
　B
　C
　D
　E
物流会計の実施理由
物流担当者が，日常の物流業務を実施するため。
物流部課長が，物流全体の業務を評価するため。
本社役員が，物流の重要性を認識し物流政策を立案するため。
販売部門や製造部門に物流の実情を報告するため。
取引先や団体等関係機関に報告するため。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 43 42．2 7 4ユ、2 41 42．3 9 40．950 42．O
B 42 4ユ．2 8 47．144 45，4 6 27．350 42，0
C 36 35．3 6 35，337 38．ユ 5 22．742 35．2
D 55 53．9 7 41，253 54．6 9 40．962 52．1
E ユ 1．O 1 5，9 1 1．0 1 4．5 2 1．6
社数 102 100．0 17 100，0 97 lOO，0 22 100．0119 100．0
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主要企業における管理会計の実態調査繕果
物流会計を実施しない理由
特に物流コストを計算する必要がないから。
必要は感じているが，担当者がいないため。
必要は感じているが，物流会計が分からないから。
手閻や費用がかかり，採算に合わないから。
経理部の方でやってくれないから。
101
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 18 43．9 7 77．8 21 56．8 4 30．825 50．O
B 8 19．5 1 1ユ．1 7 工8．9 2 15．4 9 18．0
C 4 9，8 0 O，0 3 8，1 1 7，7 4 8．0
D 12 29．3 2 22，2 7 18．9 7 53．814 28，0
E 1 2，4 0 O．0 O 0，0 1 7，7 1 2．0
社数 41 100，0 9 100．O 37 1001013 ユ00，0 50 100．O
皿420
皿421
　A
　B
　C
　D
物流の原価計算
形態別の物流原価計算
支払物流費しか計算していない。
自家物流費も計算している。
本社の物流管理費も含めている。
物流に関する憎報処理費も含めそいる。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 95 75．413 72．287 74．4 2ユ 77．8108 75．0
B 33 2612 5 27．831 26．5 7 25，938 26．4
C 25 19．8 0 O．O 22 18．8 3 11．1 25 17．4
D・ ユ4 11．1 1 5．6 13 11．1 2 7．4 ユ5 10．4
社　数 126 100，O 18 100．0117 100．0 27 100．0144 100，0
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皿422
A
B
C
D
E
早稲田商学第363号
機能別の物流原価計算
包装機能に要する物流費を計算している。
輸送機能に要する物流費を計算している。
保管機能に要する物流費を計算している。
荷役機能に要する物流費を計算している。
情報機能に要する物流費を計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 圓答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 58 53．7 4 22．250 50．012 46．262 49．2
B ユ06 98．1 17 94．499 99．024 92．3123 97．6
C 88 81．5 15 83．381 81．022 84．6103 8工．7
D 70 64．812 66，770 70．O12 46．282 65．1
E 14 13．O 1 5．6 12 12．0 3 11．5 15 11．9
社数 ユ08 100．0 18 100．0100100．0 26 100．0126 100．0
㎜423
　A
　B
　C
　D
セグメント別の物流原価計算
製品別に物流費を計算している。
地域別に物流費を計算している。
顧客別に物流費を計算している。
経路別に物流費を計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 86 80．4 12 80．079 78．219 90．598 80．3
B 33 30．8 6 40．036 35．6 3 14．3 39 32．0
C 18 工6．8 3 20，018 工7．8 3 14．3 21 17．2
D 19 17．8 3 20．0 19 18．8 3 14．322 18．0
社数 ユ07 100．O 15 ユ00．0 101 100．0 21 100．O122 100．0
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　A
　B
　C
　D
　E
主要企業における管理会計の実態調査繕果
自家輸送の原価計算
自家輸送費に人件費を含めている。
自家輸送費に荷役費を含めている。
自家輸送費に車両費を含めている。
自家輸送費に施設費を含めている。
自家輸送費に事務費を含めている。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 23 63．9 工 50．018 60．0 6 75．024 63．2
B 23 63，9 1 50，O22 73．3 2 25．024 63．2
C 24 66．7 1 50，O21 70．0 4 50．025 65．8
D 13 36．1 2 100，O 13 43．3 2 25．015 39，5
E 12 33．3 0 O．O 11 36．γ 1 12．5 ユ2 31．6
社　数 36 100．0 2 100．O 30 100．0 8 100．0 38 100．0
㎜425
　A
　B
　C
　D
　I…
白家倉庫の原価計算
自家倉庫費に人件費を含めている。
自家倉庫費に包装費を含めている。
白家倉庫費に荷役費を含めている。
自家倉庫費に施設費を含めている。
自家倉庫費に事務費を含めている。
??
業種別分類 親模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 26 57，8 3 42，926 59．1 3 37．529 55．8
B 22 48．9 2 28，621 47．7 3 37，524 46．2
C 31 68．9 2 28．631 70，5 2 25．033 63．5
D 32 71．1 7 100，0 33 75，0 6 75．039 75．0
E 23 5ユ．1 1 14．332 72，7 1 12．5 2迅 46．2
社，数 一45 100．O 7 100．0 44 100．0 8 100．0 52’ 100．O
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皿430
㎜431
　A
　B
　C
　D
　E
早稲田商学第363号
物流の計画設定
物流改善のため分析
トレードオフを分析している。
トータルコストで判定している。
機会原価（逸失利益）も利用している。
差額原価（差額利益）も求めている。
社内金利も計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 杜　数 百分率
A 10 8．8 2 11．1 10 9．5 2 7．4 12 9．1
B 103 90．415 83．396 91．422 81．5118 89．4
C 7 6．ユ O 0．O 6 5．7 1 3．7 7 5．3
D 9 7．9 2 11．1 9 8．6 2 7．4 11 8．3
??
12 10．5 5 27．815 14．3 2 7，4 17 ユ2．9
社　数 ユ14 100．0 18 100．0105 100．0 27 100．0ユ32 100．0
皿432
A
B
C
D
E
輸送改善の採算分析例
多頻度輸送費を計算している。
緊急輸送費を計算している。
特別時間指定輸送費を計算している。
小ロット輸送費を計算している。
輸送機関の選択計算を行っている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 42 45．2 4 28．638 45．2 8 34．846 43．0
B 25 26．9 2 14．321 25．0 6 26．127 25．2
C 10 10．8 2 14．3 9 10．7 3 13．O12 11．2
D 35 37．6 5 35．732 38．1 8 34．840 37．4
E 57 61．3 8 57．1 56 66．7 9 39．1 65 60．7
杜数 93 100．0 14 100．O 84 100，0 23 100．0107100．0
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A
B
C
D
E
主要企業における管理会計の実態調査結果
保管改善の採算分析例
最適デポ（S　P）数を求めている。
在庫のAB　C分析を行っている。
在庫の経済的発注量を求めている。
在庫の経済的発注時点を求めている。
ジャストインタイム方式を採用している。
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 26 30．2 2 1毎．3 24 30．0 4 20．028 28．0
B 32 37．2 5 35．7 28 35．O 9 45．037 37．0
C 42 48．8 7 50，040 50．0 9 45．O49 49．0
D 21 24．4 6 42，924 30．0 3 工5．0 27 27，0
E 20 23，3 1 7．1 19 23．8 2 10．021 21．0
社数 86 100．0 14 100，0 80 100．0 20 I00．0100 100．0
皿434物流投資の経済性計算
倉庫建設の経済性を検討している。
機器購入の経済性を検討している。
リースの経済性を検討している。
レンタルの経済性を検討している。
経済性より必要性を優先させている竈
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 56 54，4 7 50．0 54 56．8 9 40，963 53，8
B 35 34．O 4 28．6 34 35．8 5 22．739 33，3
C 33 32．0 3 2ユ．4 33 34．7 3 13．636 30．8
D 19 18，4 2 14，3 ユ9 20．0 2 9．1 21 17．9
E 35 34，0 5 35．7 31 32，6 9 40，940 34，2
社　数 103 100．0 14 100．C 95 100．0 22 100．0100 100．O
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皿4｝⊃
皿44！
早稲田商学第363号
物流の予算管理
物流予算の種類
固定予算で物流費を管理している。
変動予算で物流費を管理している。
標準原価で物流費を管理している。
ゼロベース予算で物流費を管理している。
予算で物流費を管理している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 29 21．8 5 21．726 20．8 8 25．834 21．8
B 58 43．6 8 34．855 44．011 35．566 42．3
C 11 8．3 1 4．3 10 8．O 2 6．5 12 7．7
D 10 7．5 1 4．3 10 8．O 1 3．2 11 7．1
E 65 48．914 60．965 52．014 45．279 50．6
社　数 133 100．0 23 100．0125 100．0 31 100．O156 100．0
皿442物流予算の管理目標
　A　責任遣究の用具とする。
　B　目標管理の手段とする。
　C　一応の大枠を示すにすぎなへ
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 6 4．7 0 0．0 4 3．3 2 6．9 6 4．0
B 98 76．O14 63．697 79．515 51．7112 74．2
C 27 20，9 8 36．423 18．9 工2 41．435 23．2
杜数 129 100．O 22 100，0122 100．0 29 100．015ユ 100．O
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皿443
　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査結果
物流予算の編成方法
販売予算から物流予算を立てる。
製造予算から物流予算を立てる。
過去の実績から物流予算を立てる。
勘と実績で物流予算を立てる。
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 87 66．913 56．580 64，520 69．0100 65．4
B 25 19．2 O 0，0 23 18，5 2 6．9 25 16，3
C 49 37．7 9 39．1 里6 37．1 12 41．458 37．9
D 15 11．5 5 2ユ．7 18 14，5 2 6．9 20 13．1
社　数 130 100，O 23 100，0124 100，0 29 100．0153 100．0
皿444
　A
　B
　C
　D
物流の予算・実績差異分析
物流量の変動による差異を求めている。
物流単価の変動による差異を求めている。
管理可能な差異を求めている。
予算と実績の差異は分析しない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 76 58．9 ユ1 52．4 76 62．811 37．987 58，O
8 52 40，3 5 23．854 44．6 3 10．357 38．0
C 56 43，412 57．1 55 45．513 44．868 45．3
D 9 7，0 2 9．5 6 5．O 5 17．2 ユ1 7．3
杜　数 129 100．O 21 100．O121 100．0 29 100．0150 100．O
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皿445輸送費予算の編成と実施
　A　支払運賃だけを予算で管理している。
　B　自家輸送費も予算で管理している。
　C　輸送管理費も予算で管理している。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 95 74．215 68．292 74．218 69．2110 73，3
B 23 18．0 2 9．1 21 16．9 4 15．425 16，7
C 44 34．4 7 31，841 33．1 10 38．551 34．O
社　数 128 100．0 22 100，0ユ24 工00．O 26 100．Oユ50 100，0
皿446倉庫費予算の編成と実施
　A　支払倉庫料だけを予算で管理している。
　B　自家倉庫費も予算で管理している。
　C　倉庫管理費も予算で管理している。
　D　その他
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数百分率
A 78 67．2u 57．973 67．016 61．589　　65．9
B 28 24．1 3 15，827 24．8 4 15．431　　23．O
C 38 32．8 7 36．837 33．9 8 30．845　　33，3
D 30 25．9 8 42，136 33．0 2 7．7 38　　28．1
社数 116 100．0 19 ユ00，0 109 100．0 26 100．O135　100．0
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皿451
　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査結果
物流の収益管理
物流部の管理方式
物流部は原価を管理するにすぎない。
物流部に独立採算制を実施している。
物流部に事業部制を実施している。
物流部に子会社制を実施してい糺
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 85 81，O10 62．5 77 78．6 18 78．395 78．5
B 4 3，8 1 6．3 4 4．1 1 4．3 5 4，1
C 2 1．9 5 3ユ．3 4 4．1 3 工3．0 7 5．8
D 17 16．2 1 6，3 15 15．3 3 13．O ユ8 14．9
社数 105 100．0 16 100．0 98 100．0 23 100．0121 100．0
皿452輸送の社内運賃・料金
原価で社内運賃・料金を定めている。
原価に利益を加えて社内運賃等を定めている。
市価で杜内運賃等を定めている。
相手部門と協議して社内運賃等を定めている。
社内運賃・料金は設定していない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 15 工2，8 2 9．5 15 13．4 2 7．7 ユ7 12．3
B 3 2，6 1 4．8 3 2，7 1 3．8 4 2．9
C 12 10．3 2 9，5 12 10．7 2 7．7 ユ4 10．1
D 9 7．7 3 14．3 7 6．3 5 19．212 8．7
E 84 71．813 6！．9 78 69．619 73．197 70．3
社　数 117 100，0 21 100．0112 100．0 26 100．0138 100．0
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皿453
A
B
C
D
E
早稲囲商学第363号
倉庫の社内保管料
原価で社内保管料を定めている。
原価に利益を加えて社内保管料を定めている。
市価で社内保管料を定めている。
相手部門を協議して社内保管料を定めている。
社内保管料は設定していない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 15 12，9 3 15．815 13．5 3 12．5 18 13．3
B 3 2．6 2 10．5 3 2．7 2 8．3 5 3．7
C 7 6，0 1 5．3 7 6．3 1 4．2 8 5，9
D 4 3，4 2 10．5 5 4．5 1 4．2 6 4．4
E 90 77．6 13 68，485 76．618 75，O103 76．3
社　数 116 100．0 ユ9 100．O111 100，O 24 100．0135 100．0
皿454
　A
　B
　C
　D
物流利益の算出法
支払物流費を控除して限界利益を求める。
管理可能費を控除して管理可能利益を求める。
物流施設費を控除して物流部利益を求める。
本社費をも控除して純利益を求める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率■ 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 20 58，8 1 12．518 52．9 3 37．521 50．O
B 6 17．6 O 0．0 4 11．8 2 25．0 6 ユ4，3
C 4 11．8 4 50．0 7 20．6 I 12．5 8 且9．0
D 6 17．6 3 37．5 7 20．6 2 25．0 9 21．4
社数 34 100．O 8 100，0 34 100，0 8 100．0 42 100．0
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第10表』V100本社会計回答集計表
W110
W111
A
B
C
D
本社費の会計処理
本社部門の名称
本社
本部
本店
その他
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 工46 82．026 66，7115 75．527 73，O172 75．1
B 16 41，O15 38．526 13．5 5 13．5 31 13．5
C 11 28．2 6 15．4 15 7．8 2 5．4 17 7．4
D 5 12．8 4 10，3 6 3．1 3 8．1 9 3．9
社　数 178 100．0 51 100．0192 100，0 37 100．O229 100．0
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lV112
A
B
C
D
E
F
G
H
J
K
L
M
本社費に属する部門費名
研究開発費
人事部費
経理部費
電算部費
製品拡売部費
本社技術部費
購入部費
広告部費
本社役員報酬
財務部費
支払利息
法務部費
税務部費
早稲田商学第363号
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 99 6．8 11 3，1 95 6．2 15 5．1 110 6．O
B 164 11．2 42 11．7172 11．2 34 ユユ．6 206 11．3
C 163 11．1 44 12．2171 11．2 36 12．2207 ユ1．3
D 132 9．0 37 10，314ユ 9．2 28 9．5 ユ69 9．3
E 54 3．7 8 2．2 52 3，1 10 3．4 62 3．1
F 33 5．7 11 3，1 79 5．2 15 5．工 94 5．2
G 73 5．0 15 4．2 74 4．8 14 4．8 88 4．8
H 88 6．0 22 6．工 94 6，1 16 5．4 110 6．0
1 153 10．5 43 11．9165 10．8 31 10．5196 10．7
J 144 9．8 41 11．4154 10．1 31 10．5185 ユ0．1
K 93 6，4 22 6，1 98 6．4 17 5．3 115 6，3
L 118 8．1 33 9．2 127 8．3 24 8．2 151 8．3
M 100 6．8 3I 8．6 108 7．1 23 7．8 ユ31 7．2
社　数 1464ユ00．O 360100．01536100．0294100．01824100．O
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1V113売上高対本社費比率の現状
A　1O％以上
B　5％以上一10％未満
C　3％以上一5％未満
D　3％未満
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 27 18，8 9 23．732 20．9 4 13．836 19，8
B 46 31．9 8 2ユ．1 44 28．810 34，554 29．7
C 46 31．914 10．5 42 27．5 8 27．650 27．5
D 25 17．4 17 44．735 22．9 7 24．142 23．ユ
社数 144 100．0 38 100．0153 100．O 29 100．O182 100．0
lV114本社費の年間金額の現状
ユ，000億円以上
500億円以上，1，000億円未満
100億円以上，500億円未満
且00億円未満
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 5 3．3 2 4．9 5 3．1 2 6．3 7 3．7
B 6 4．0 4 9，8 8 5，O 2 6．3 10 5．2
C 38 25．3 6 1卑．6 41 25．8 3 9．4 44 23．0
D 101 67．329 70．7105 66，025 78I1130 68．1
社数 150 100，0 41 100．0159 100，0 32 100．0191 100．0
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lV120本社の原価計算
Wユ2！本社原価計算の種類
　A　費目別の原価計算しか実施していない。
　B　費目別のほか部門別の原価計算も実施している。
　C　費目別・部門別のほか本社のセグメント別の計算も実施している。
???
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 48 32．0 8 23．538 25．318 52．956 30，4
B 80 53．317 50，081 54．0 工6 47．197 52，7
C 32 21．3 9 26，537 24．7 4 11．841 22．3
社数 150 100．O 34 100，O150 100．0 34 100．0184 100．0
W工22現場セグメントヘの本社費の配賦範囲
　A　本社費の全額をセグメントに配賦している。
　B　本社費の一部をセグメントに配賦している。
　C　本社費は一切セグメントに配賦していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 77 49．019 46．378 48．1 18 50．096 48．5
B 50 31．814 34．154 33．310 27．864 32．3
C 30 19．1 8 工9．5 30 18．5 8 22．238 19，2
社数 工57 100，0■ 41 100，O162 100．O 36 工00．0 198 100，0
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IV123　セグメントヘの本社費の配賦方法
　A　本社費はすべて一括して配賦している。
　B　本社費はすべて費目別に配賦している。
　C　特定の本社費は費目別に配賦するが，その他の本社費は一括して配賦する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 73 57．512 35．370 53．015 51．785 52．8
B 16 12．6 5 14．7 17 12．9 4 13．821 13．0
C 39 30，717 50．O45 34．1 11 37．956 34．8
社　数 127 100．0 34 10C．0132 100，0 29 工00．0 161 100．0
W130　（1）業績評価目的の本社費配賦
W131本社費配賦の有無
　A　業績評価のため本社費を現場部門に配賦している。
　B　業績評価のため本社費を現場部門に配賦していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 115 72．834 72．3126 73．723 67．61壬9 72．7??
43 27．213 27．745 26．311 32．456 27，3
社　数 158100．O 47 100．0171 100．0 34 100．O2C5 100．0
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　A
　B
　C
　D
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本社費を配賦する理由
本社費をも補償すべきことを知らせるため竈
現場部門の純利益を算出するため。
本社サービスの利用度を反映させるため。
本社における経費節減を促すため。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 79 60．824 64，990 64．7 ユ3 46．4ユ03 61，7
B 77 59．2 17 45，983 59．7 ユ1 39．394 56，3
C 3工 23．8 8 21，633 23．7 6 21．439 23．4
D 32 24．6 7 18．9 34 24．5 5 17．939 23．4
社　数 ユ3C 100．0 37 100．0ユ39 100．0 28 100．O167 100．0
W133本社費を配賦しない理由
　A　本社費配賦が窓意的となるため。
　B　現場部門には本社費が管理できないため。
　C　配賦に費用と手間が必要以上かかるため。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 19 44，2 4 40，016 40，0 7 53．823 43．4
B 24 55．8 6 60．023 57．5 7 53．830 56．6
C 12 27．9 O 0．0 11 27．5 1 7．7 12 22，6
社　数 43 100．0 10 ユ00．0 40 100．O 13 100．0 53 100，0
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W130　（2）価格決定目的の本社費配賦
1V134本社費配賦の有無
　A　原価基準の価格決定に当たって本社費を配賦している。
　B　原価基準の価格決定に当たって本社費を配興していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 杜数 百分率A 93 63．717 47．2 91 60．319 61．31ユ0 60．4
B 54 42．519 52．861 40，412 38．773 40．1
社数 146 100．0 36 100．O151 100，0 31 100．0182 100．0
W135本社費を配賦する理由
　A　本杜費の配賦類を売価で回収するため。
　B　本杜費の負担額を反映した売価計算を行なうため。
　C　法律によって本社費配賦が強制されているため。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 62 53．9 7 33．361 53．0 8 38．1 69 50．7
B 76 66．1 13 6ユ，9 7ユ 6ユ．7 18 85．789 65．4
C 0 0．0 3 14．3 3 2．6 0 0．0 3 2．2
社　数 115 100．0 21 100．0115 100，0 21 100，O136 100．O
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1V136本社費を配賦しない理由
　A　価格は市場の需絵から決定されるため。
　B　本社費配賦は窓意的であるため。
　C　製品担当者は価格を自由に設定しているため。
　D　製晶の貢猷利益から本社費が補償できるため。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 25 56．8 9 60．029 65．9 5 33．334 57．6
B 13 29．5 4 26．710 22．7 7 46．717 28．8
C 2 4．5 1 6．7 3 6，8 0 0．O 3 5．1
D 1ユ 25．O 3 20．O10 22，7 4 26．714 23．7
社数 44 100．0 15 ユ00．0 44 100．0 15 100．0 59 100．0
lV130　（3）意恩決定目的の本社費配賦
W137本社費配賦の有無
　A　意思決定分析に当たって本社費を配賦している。
　B　意思決定分析に当たって本社費を配賦していない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 99 68．322 53．7100 65．821 61．8121 65．1
B 46 31．7 ユ9 46．352 34．2 ユ3 38．265 34．9
社　数 145 100．O 41 100．O152 100．0 34 ユ00．O 186 100．0
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1V138本社費を配賦する理由
　A　意思決定が全社利益に及ほす影響を調べるため。
　B　現行の本社費配賦法は最適と考えるため。
　C　提案した意思決定は将来の本社費配賦額に影響を及ぼすため。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 77 74．817 73，9 78 75．O16 72．794 74．6
B 18 17．5 4 17、壬 18 17．3 4 18．222 17．5
C 14 13．6 2 8．7 13 12．5 3 13．616 12．7
社数 103 100．0 23 100，0104 100．O 22 100．0126 100．0
1V139本社費を配賦していない理由
　A　意恩決定から本社費が影響を愛けることはないため。
　B　窓意的に配賦すると分析結果が人為的となるため。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 27 62，8 9 60．0 26 60．510 66．736 62．1
B 19 44，2 7 46．7 20 46．5 6 40．026 44．8
社数 43 100，O 15 100．0 43 100．0 15 100．0 58 100．0
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W140本社の予算管理
1V14ユ本社費予算の編成方法
　　増分方式で本社費予算を立てているむ
　　　シーリング方式で本社費予算を立てている。
　　セロベース方式で本社費予算を立てている。
　　サンセット方式で本社費予算を立てている。
　　そのつどトッブの判断で編成している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 34 23，1 11 26．838 24．7 7 20．645 23，9
B 6ユ 41．513 31．761 39．6 13 38．274 39．4
C 48 32．715 36．653 34．4 ユ0 29．463 33．5
D 5 3．4 1 2．4 5 3．2 1 2I9 6 3．2
E 12 8，2 7 17，1 13 8．4 6 17．6 19 10．1
社数 ユ47 100，0 41 100．0154 100．O 34 100，O188 100，0
lV142本社予算の管理水準
　A　現場予算より本社予算の管理水準は低い。
　B　現場予算より本社予算の管理水準は高い。
　C　現場予算と本社予算の管理水準に大差はない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 29 17．7 4 9．3 25 14．5 8 22．933 15．9
B 14 8．5 7 16．3 18 10．5 3 8．6 21 ユO，1
C 121 73．833 76．7ユ30 75．624 68，6154 74，4
社数　ユ64 100．0 43 ユ00．0 172 100．0 35 100．0207100，0
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　A
　B
　C
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本社予算の現状
費目別に予算を立てているにすぎない。
本社の部課別に予算を立てている。
各部課が実施する主要な業務別に予算を立てている。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 21 12．9 7 15．223 13．3 5 13．9 28 13．4
B 126 77．333 7ユ．7 133 76．926 72．2159 76．I
C 49 30．1 13 28．354 31．2 8 22．262 29，7
社数 163 100．O 46 100．0173 100．O 36 100．0209 100．O
lV144
　A
　B
　C
　D
業務別予算を編成していない理由
業務別予算を編成する習憤がない。
実施する業務を予測することができない。
トップや現場から強く求められたことがない。
業務別予算を立てるノウハウがわからない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均???
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 57 71．320 83．364 76，213 65．077 74．0
B 20 25．O 2 8．3 18 21．4 4 20．022 21．2
C 12 15，O 2 8．3 10 11．9 4 20．0 14 13．5
D 5 6．3 2 8．3 7 8．3 0 0．0 7 6．7
社数 80 100，O 24 ！00．0 84 100，0 20 100．0104 100．0
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1V145予算差異分析の活用法
　A　予算差異について，関係者の責任を問う。
　B　予算差異分析は，次期の予算編成に活用するにすぎない。
　C　予算差異は分析するだけで，特別に活用することはない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 70 47．615 34．976 47，8 9 29．085 44．7
B 74 50．323 53．577 48．420 64．597 51．1
C 13 8．8 7 16．316 10．1 4 12．92C 10．5
社　数 147 100．0 43 100．O159 100．0 31 ユ00．0 190 100．0
1V150
1Vユ5ユ
　A
　B
　C
　D
本社の利益管理
本社部門の独立採算制
本社部門は，原価管理だけで十分である。
本社部門の全部に独算制を実施している。
本社部門の一部に独算制を実施している。
本社部門の一部に将来は独算制を実施したい。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 79 60．816 42，177 56，2 ユ8 58．1 95 56．5
B 6 4．6 4 10，5 8 5．8 2 6．5 10 6．0
C 16 12．3 8 21．120 14．6 4 12，924 14．3
D 30 23．1 1ユ 28．934 24．8 7 22．641 24．4
社　数 130 100，O 38 工00，0 137100．0 3ユ 100．O168100，O
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A
B
C
D
E
F
G
??
J
K
L
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現在独算制を実施している本社部門
資材部
物流部
電算室
研究所
財務部
広告部
不動産部
経理部
総務部
人事部
社長室
その他
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均設問’
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 13 30．2 4 28，6 11 25．0 6 46．2 ユ7 29．8
B 9 20，9 1 7．1 9 20，5 1 7．7 10 17．5
C 24 55，8 6 42．923 52，3 7 53．830 52．6
D 7 16，3 1 7．1 7 15．9 1 7．7 8 14．0
E 6 14．0 2 14．3 5 11．4 3 23．1 8 14．O
F 4 9．3 1 7．1 4 9．1 1 7．7 5 8．8
G 6 14，0 3 21．4 7 15．9 2 15．4 9 15．8
H 9 20．9 2 14．3 6 13．6 5 38．5 11 19．3
・ 8 18．6 3 21，4 7 15．9 4 30．811 19．3
J 8 ユ8．6 ユ 7、ユ 6 ユ3．6 3 23．ユ 9 15．8
K 5 11．6 2 14．3 4 9．1 3 23．1 7 12．3
L 3 7．0 1 7．1 3 6，8 1 7．7 4 7．0
社数 43 100．0 14 100，0 44 100．0 13 100．0 57 100．0
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A
B
C
D
E
F
G
H
J
K
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独算制で使用している管理制度
社内振替価格制度を使用している。
直接原価計算制度を使用している。
社内金券制度を使用してい飢
社内運賃・料金制度を使用している。
社内通信費制度を使用している。
社内コピー代制度を使用している。
社内家賃・地代制度を使用している。
社内配当金制度を使用している。
本社納入金制度を使用している。
社内剰余金制度を使用している。
社内資本金制度を使用している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 19 21．8 4 10．8 17 15．5 6 42．923 18．5
B 9 10．3 5 13，513 11，8 1 7．1 14 11．3
C 9 10，3 3 8．1 11 10，0 1 7．1 12 9．7
D 8 9．2 4 10．811 10，0 1 7．1 12 9．7
E 6 6．9 6 16．210 9，1 2 ユ4．3 ユ2 9．7
F 4 4．6 3 8．1 6 5，5 1 7．1 7 5．6
G 6 6，9 6 16．2 11 10．0 1 7．1 12 9．7
?? 7 8．0 0 O．O 7 6，4 0 0．0 7 5．6
I 7 8．0 3 8．1 9 8．2 1 7．1 10 8．1
J 7 8，0 2 5．4 9 8．2 0 0．0 9 7．3
K 5 5．7 1 2．7 6 5．5 0 0，0 6 4，8
杜　数 87 100，0 37 100．0110 100．O 14 100．O124 100．0
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　A
　B
　C
　D
　E
　F
　G
　H
　J
　K
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社内振替価格の使用方法
市価法を使用している。
市価割引法を使用している。
実際原価法を使用している。
標準原価法を使用している。
実際原価加算一定利益率法を使用している。
実際原価加算一定利益額法を僅用している。
標準原価加算利益法を使用している。
交渉価格法を使用している。
忌避宣言権（社内受入を拒否し社外に委託する権利）を与えている。
忌避宣言権を与えていない。
その他
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 23 42．6 6 40，026 44．1 3 30．029 42．0
B 5 9．3 2 13，3 7 11．9 0 0．O 7 10，1
C 11 20．4 2 13．3 11 18．6 2 20．0 13 18．8
D 18 33．3 7 46．720 33．9 5 50．025 36，2
E 3 5．6 1 6．7 3 5，1 1 10．0 垂 5，8
F 2 3．7 1 6，7 3 5，1 0 0．0 3 4．3
G 6 1ユ．1 3 2C山O 9 15．3 0 0．0 9 13．O
H 6 1且．1 2 13．3 7 1ユ、9 1 10．O 8 11．6
1 2 3．7 0 O，O 2 314 0 0．0 2 2．9
J 4 7，4 1 6．7 5 8．5 0 0．0 5 7．2
K 3 5．6 1 6，7 4 6．8 0 0．0 4 5．8
杜数 54 ！00．0 15 100，0 59 100．0 10 100．0 69 100．0
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第11表　1V200社内金利会計　回答集計表
W210社内金利の会計処理
1V21ユ社内金利制度の実施有無
　A　社内金利制度を採用し，社内金利を授受している。
　B　社内金利制度を採用していない。
　C　将来は社内金利制度を採用したい。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 72 45．336 70．694 55．014 35，9108 51．4
B 79 49．715 29．471 41．523 59．094 44．8
C 15 9．4 1 2．0 12 7．O 4 10．3 16 7．6
社　数 159 100．O 51 100，O171 100．O 39 100，0210 100．0
lV2ユ2
　A
　B
　C
　D
社内金利制度の実施目的
現場に金利意識を高め，金利節滅の動機づけを与える。
社内金利の計上によって，真の採算が知られるようになる。
在庫や売掛金が増大すると社内金利が増加するので，資金管理に役立つ。
資金運用の経済性を認識させ．効率的資金管理を行なう。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 61 71，824 68．674 7工．8 1I 64．785 70．8
B 47 55．326 74．366 64．1 7 41．273 60，8
C 30 35．312 34，336 35．0 6 35．342 35，O
D 42 49．419 54．354 52．4 7 41．261 50．8
社数 85 100．0 35 ユ00．0 103100，0 17 100．0120 1OO．0
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1V213本社が徴収している金利の内容
　A　負債についてのみ表面金利を徴収している。
　B　負債についてのみ実質金利を徴収している。
　C　業績評価に当たってのみ資本コストを計上している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 17 32．1 7 29．219 29．7 5 38．524 31．2
B 18 34．0 6 25，021 32，8 3 23．1 24 31．2
C 19 35．811 45，825 39．1 5 38．5 30 39．0
社　数 53 工00．0 24 100，0 64 I00．O 13 1OO．0 77 100．0
IV214社内金利の計算期間
　A　社内金利は毎月計算している巧
　B　社内金利は四半期毎に計算している。
　C　社内金利は年1回計算している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 61 82，430 88．281 87．1 10 66．791 84．3
B 2 2．7 2 5．9 3 3，2 1 6．7 4 3，7
C 12 16．2 2 5．9 10 10．8 4 26．714 13．0
社　数 74 100．O 34 1OO．O 93 ユ00．0 15 100．0108 100．O
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W2ユ5社内金利の改訂頻度
　A　社内金利率は毎月改訂する。
　B　社内金利率は四半期毎に改訂する。
　C　社内金利率は年1回改訂する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 1 1．8 12 41，412 17．4 1 6，7 13 15．5
B 11 20．0 3 10．3 12 17．4 2 13．3 14 16，7
C 43 78．214 48，345 65．212 80．057 6719
社数 55 100．0 29 100．O 69 100．0 15 100．O 84 100．0
lV216社内金利の決算修正
　A　社内金利と支払金利の差額を決算で調整す乱
　B　決算では，社内金利を取消し改めて支払金利を計上する。
　C　社内金利は統計的にのみ使用するので，決算修正は行わない。
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 11 14，5 3 9．4 14 14．6 0 0，0 14 13，O
B 23 30．3 7 21．928 29．2 2 16．730 27，8
C 43 56．622 68．853 55．212 100，O 65 60．2
社数 76 100．O 32 ユ00．0 96 ユ00．0 12 100．O108 100．O
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］V220社内金利の原価計算
（1）有利子負債の社内金利計算
W221有利子負債（借入・割引・社債等）の金利計算
　A　借入金と表面金利の比を求める。
　B　借入金と実質金利の比を求める。
　C　手取金額と経済的負担の比を求める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 14 30，4 5 3ユ．3 17 32．7 2 20．019 30．6
B 32 69．6 13 81．338 73，1 7 70．045 72．6
C 4 8．7 2 12．5 4 7．7 2 20．0 6 9．7
社　数 46 100．0 16 100．0 52 100，0 10 100．0 62 100．0
1V222有利子負債の手取金額の計算法
　A　借入金等から拘束預金のみを控除して求める。
　B　借入金等から拘束預金のほか，支払利息を控除して求める。
　C　借入金等から拘束預金と支払利息のほか，借入雑費を控除する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 23 60．5 5 71，4 25 65．8 3 42．928 62．2
B 13 34．2 5 71．4 14 36，8 4 57．1 18 40．0
C 2、 5．3 2 28．6 4 10．5 O 0．O 4 8，9
社　数 38 100．0 7 100．0 38 100，0 7 100．C 45 100．0
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1V223有利子負債の経済的負担の計算法
　A　支払金利をもって経済的負担とする。
　B　支払金利から拘束預金の受取金利を控除する。
　C　支払金利から拘束預金の受取金利を控除し，これに借入雑費を加算する。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 23 50．0 7 43．827 51．9 3 30．030 48．4
B 23 50．O 7 43，824 46．2 6 60．030 48．4
C 4 8．7 5 31，3 8 15．4 1 10．0 9 14．5
社　数 46 100．0 16 100．0 52 100．0 10 100．0 62 100．O
（2）非有利子負債の社内金利計算
W224無利子負債（買掛金・支払手形等）の金利計算
　A　資金コストはゼロとする。
　B　現金割引率を資本コストとする。
　C　支払勘定は受取勘定から控除し，残高についてのみ，資本コストを徴収する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 32 61，5 8 50．037 62．7 3 33．340 58．8
B 6 11，5 o O．0 5 8．5 1 11．1 6 8，8
C 18 34．611 68．824 40．7 5 55．629 42，6
社　数 52 100．0 16 100．0 59 100．O 9 100．O 68 100．0
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1V225資本金の金利計算
　A　資本コストはゼロとする。
　8　配当利回り（配当金÷発行額）をもって資本コストとする。
　C　配当利回りを税引前に換算する岡当利回り÷（1一税率）1
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 39 84．814 87．544 84．6 9 90．O53 85．5
B 8 17．4 2 ユ2．5 7 13．5 3 30，O10 16，1
C 5 10．9 1 6．3 6 11，5 0 0，O 6 9．7
社　数 46 100，O 16 100．0 52 100．0 10 100．0 62 100．0
1V226社内留保金（上記以外の資本）の金利計算
　A　資本コストはゼロとする。
　8　機会原価をもって資本コストとする。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 40 90．915 93．847 92．2 8 88，955 91．7
B 4 9．1 1 6．2 4 7．8 1 11．ユ 5 8．3
社　数 44 100．O 16 100．0 51 100．0 9 100．O 60 100，O
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W230社内金利制度の運用
1V231資本コストの計算法
　A　公社債の利回りで計算する。
　B　現在の資本利益率で計算する。
　C　資本源泉毎に資本コストを求め，それを資本構成比率で加重平均して求める。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 6 18．2 2 18．2 6 16．7 2 25，0 8 18．2
B 13 39．4 4 36．413 36．1 4 50．0 工7 38．6
C 14 42．4 5 45．517 47．2 2 25．O19 43．2
社　数 33 100．O 11 100，0 36 100，0 8 100．0 44 100．0
W232資本調達源泉の区分法（W231のCの場合）
　A　資本源泉は負債と資本に大別する。
　B　資本源泉は有利子負債とその他に大別する。
　C　資本源泉は有利子負債と無利子負債と資本金と社内留保金に分類する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 含計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 8 27．6 3 27．310 30．3 1 14．3 11 27．5
B 6 20．7 3 27，3 8 24．2 1 14．3 9 22．5
C 15 51．7 6 54．5 16 48，5 5 7ユ．4 21 52．5
社　数 29 100．O 11 100．O 33 100，0 7 100，0 40 100．0
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W233総社内金利率の計算法
　A　資本調達源泉別のコストを単純平均する。
　B　資本調達源泉別のコストを総平均する。
　C　資本調達源泉別のコストを加重平均す孔
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 12 26．1 2 11．8 12 22．6 2 20．0 ユ4 22．2
B 16 34．8 3　1 17．6 16 30．2 3 30．019 30．2
C 18 39，1 12＝70．625 47．2 5 50．030 47．6
社数 46 100，O 17　■ユOO．O 53 100．0 10 100．0 63 1OO．0
W240現場からの社内金利の徴収法
1V241使用する社内金利の種類
　A　全社一律の金利率を使用する血
　B　流動資産と圃定資産には，別個の金利率を使用する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 54 77．1 2ユ 65．666 74．2 9 69．275 73．5
B 18 25．712 37．526 29．2 4 30．830 29．4
社数 70 100．O 32 100．0 89 i00．O 13 100．0I02100．O
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lV242社内金利を徴収する対象
　A　全資産残高から社内金利を徴収する。
　B　本社借入残高から社内金利を徴収する。
　C　社内資本金以外の資産から社内金利を徴収する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 25 43．918 78．334 50．0 9 75．O43 53．8
B 20 35．1 6 26．1 24 35．3 2 16．726 32．5
C 12 21．1 0 O．0 11 16．2 1 8．3 12 15．0
社　数 57 100．0 23 100．0 68 100．0 12 100．0 80 100．0
W243社内金利の計算法
　A　月末の資産残高に月次金利率を掛けて計算する。
　B　週末の資産残高に週次金利率を掛けて計算する。
　C　一日毎の資産残高に日次金利率を掛けて計算する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 53 89．811 42．353 73，6 11 84，664 75．3
B 0 0．O 工 3，8 1 1．4 0 0．0 1 1．2
C 6 10．214 53．818 25．0 2 15．420 23．5
社数 59 100．O 26 100，0 72 100．0 13 100．O 85 100．0
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情報処理会計 回答集計表
135
W310
1V311
　A
　B
　C
D
E
F
G
H
情報処理費の会計処理
情報処理費の対象費目
E　D　P人件費
E　D　P設備費
ソフトウェア費
施設使用費
消耗品費
委託契約費
予備調査費
データ作成費
報告書配布・複製費
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 91 75．221 55．385 67．227 91．41ユ2 67．5
B 102 84．331 8L698 78．435 100．0133 80．1
C 102 84．333 86，8104 83．232 91．4135 81．3
D 65 53，715 39．565 52．O 17　’ 48．680 48，2
E 92 76，025 65，892 73．625 71，41ユ7 70，5
F 80 66．1 27 7ユ、1 84 67．223 65．7107 64．5
G 23 19．0 7 18．4 23 18．4 5 14．330 18．1??
64 52，918 47．468 54．416 45、τ 82 49，4
I 34 28，1 8 2ユ．1 35 28，0 6 17．1 迅2 25．3
社　数 126 100．0 40 10C．0132 1OO．0 34 100．0166 100．0
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IV312情報処理費の構成比率
A E　D　P人件費
E　D　P機械設備費
C ED　P外注費
その他の費用
E 合　　計 100
業種別分類 規模別分類?? 週答会キ製造業 非製造業 一部上場 その他
A 24．5 20．1 24，2 20．9 23．3
B 38．1 38．9 37．0 40．2 37．9
C 20．5 24．8 20．4 23．4 21．2
D 17．3 16．2 I7，4 15．6 16．9
E 100．0 100．O 100，O 100．0 100．0
社数 69社 18社 64社 23社 87社
lV313
A
E
売上高対情報処理費の現状
10％以上
5％以上，10％未満
3％以上，5％未満
1％以上，3％未満
1％以下
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 2 1．8 0 O，0 0 0．O 2 7．4 2 1．4
?? 2 1．8 2 5，7 3 2．5 1 3．7 4 2．7
C 1 O，9 3 8，6 3 2．5 1 3．7 4 2．7
D 30 27．0 9 25，734 28．6 5 18．539 26．7
E 76 68．521 60，079 66．4 18 66．797 66．4
社　数 111 100．0 35 100，0119 100．O 27 100．O146 100，0
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1V3ユ4
　A
　B
　C
　D
主要企業における管理会計の実態調査結果
自社開発の社内使用ソフトウェァの会計処理
期間費用として処理する。
繰延資産として処理する。
無形固定資産として処理する。
長期前払費用として処理する。
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 104 78．227 65．9106 75．225 75，813ユ 75．3
8 8 6．0 7 17．1 11 7．8 4 12．1 15 8．6
C 4 3．0 3 7，3 7 5，0 0 O．0 7 4．0
D 20 15，0 7 17．ユ 21 14．9 6 18．2 27 15．5
社数 133 100，O 41 100．O141 100．0 33 100．0174 100．O
1V320
1V321
　A
　B
　C
　D
情報処理の原価計算
情報処理原価計算の現状
情報原価計算を現在実施している。
情報原価計算を現在実施していない。
惰報原価計算を将来はぜひ実施したい。
惰報原価計算を実施したいが実行できない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 27 19．9 4 9．5 29 19．6 2 6，7 31 17．4
B 96 70，634 81．0107 72．3 23 76，7130 73．O
C 12 8，8 3 7．ユ 12 8．1 3 10．015 8．4
D 6 4．4 1 2．4 4 2，7 3 10，O 7 3．9
社　数 136 100．0 42 工00．0 148100．O 30 100．0178100．0
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1V322
　A
　B
　C
　D
　　　　　　　　　　　　早稲田商挙第363号
ソフトウェア原価計算の種類
販売目的のソフトウェアの原価を求めている。
リース目的のソフトウェアの原価を求めている。
社内使用目的のソフトウェアの原価を求めている。
自社の研究開発目的のソフトウェアの原価を求めている。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 22 37．3 2 ユ5．4 22 33．3 2 33．324 33．3B 8 13．6 工 7，7 9 13．6 O 0．0 9 12．5
C 35 59．312 92，344 66．7 3 50．047 65，3
D 15 25．4 0 0．0 14 21．2 工 16．7 15 20．8
社数 59 工00．0 13 ユ00．0 66 100．0 6 100．0 72 100．0
IV323　ソフトウェア費の算入費目
　A　システム分析費を含めている。
　B　基本・詳細設計費を含めている。
　C　コーデイング・テスト費
　D　製晶マスター制作費
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 31 46．3 5 26．331 39，7 5 62．536 41．9B 61 91．O17 89．573 93．6 5 62．578 90，7
C 29 43．3 5 26．330 38．5 4 50．034 39．5
D 20 29．9 3 15，820 25．6 3 37．523 26．7
社数 67 工00．0 工9 ユ00．0 78 100．0 8 100．0 86 工00．0
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1V324
　A
　B
　C
　D
　E
　　　　　　　　主要企業における管理会計の実態調査結果
アプリケーション別の原価計算
個別原価計算を実施している。
総合原価計算を実施している。
標準原価計算を実施している。
直接原価計算を実施している。
アプリケーション別に原価計算していない。
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?? 業種別分類 規模易1分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率
A 37 41．6 3 12．536 38，3 4 21．140 35．4
B 11 12．4 1 4．2 11 11．7 1 5．3 12 10．6
C 9 10，1 1 4．2 8 8．5 2 10．5 10 8．8
D 2 2．2 1 4，2 3 3，2 0 0．0 3 2．7
E 41 46．1 18 75，0 47 50．012 63．2 59 52．2
社数 89 100．0 24 100．O 94 100．O 19 100．0113 100．0
lV330情報処理の計画設定
1V331情報処理計画の設定者
　A　利用部門が主として計画する。
　B　惰報処理部門が主として計画する。
　C　惰報処理委員会カ曽画する。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 50 37，317 39，553 36．314 45．267 37．9
B 78 58．220 46．579 54．1 19 61．398 55．4
C 18 13．4 9 20，925 17．1 2 6，5 27 15．3
社　数 134 100．0 43 100，O146 100．0 31 100，O177 100．0
803
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1V332社内外の情報処理費の比較
　A　社内と社外の金額を比較してい乱
　B　社内と社外の金額を比較していない。
　C　社内と社外の金額を比較したい。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 29 24．015 37．541 30．8 3 10．744 27．3
B 67 55，420 50．069 5工．9 18 64．387 54．0
C 27 22．3 5 工2．5 24 18．0 8 28．632 19．9
社数 121 100．O 40 100．0133 100．0 28 100．O161 100．0
1V333情報処理費の評価法
　A　標準原価と実際原価を比較していん
　B　前期と当期の実際原価を比較している。
　C　社内の他部門の実際原価と比較している。
　D　特別に何かと比較することはしない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 9 7．8 1 3．1 8 6．7 2 7．1 10 6．8
8 32 27．6 9 28．137 30．8 4 14．341 27．7
C 2 1．7 2 6，3 2 1．7 2 7．1 4 2．7
D 76 65．521 65．674 61．723 82．197 65．5
社数 116 100．0 32 100．0120100．0 28 100．O148 100．0
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］V334
　A
　B
　C
　D
　　　　　　　　主要企業における管理会計の実態調査結果
ソフトウェアの取得方法
ソフトは社外から購入する。
ソフトは社外からリースする。
ソフトは自社で開発する。
最も経済的な方法をそのつど決める。
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?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 29 20．1 10 25．O30 工9．9 9 27．339 21．2
B 9 6．3 6 15I0 12 7．9 3 9．1 15 8．2
C 55 38．211 27，5 51 33．815 45．566 35．9
D 95 66，027 67．5104 68．918 54．5122 66．3
社　数 144 100．0 40 100，0151 100．0 33 100．0ユ84 100．0
lV340情報処理の予算管理
W341情報処理費の管理方法
　A　固定予算で管理している。
　B　変動予算で管理している。
　C　標準原価で管理している。
　D　特別に管理手段は講じていない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 90 65，220 47．694 63．9 16 48．5110 61．1
B 20 14．5 10 23．828 19．0 8 24．236 20．O
C 2 1．4 1 2，4 3 2．0 O O．0 3 1．7
D 24 17．4 12 28，627 18．4 9 27．336 20．0
社数 138 100．0 42 100，O147 100．0 33 100．0180 100．0
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lV342
A
B
C
D
E
F
G
情報処理予算の決定法
売上高百分率法で決定する。
利益百分率法で決定する。
任意増減法で決定する。
支出可能高法で決定する。
競争者対抗法で決定する。
タスク法で決定する。
予算総額は決定していない。
早稲田繭学第363号
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 工0 8．3 3 8．6 12 9．3 1 3．7 13 8．3
8 ユ 0．8 3 8．6 3 2．3 1 3．7 4 2．6
C 60 49．613 37．1 59 45．714 51，973 46．8
D 14 11．6 11 31，421 工6．3 4 14．825 16．0
E 1 0．8 0 0，0 1 0．8 0 O．0 1 0．6
F 10 8，3 1 2．9 9 7．0 2 7．4 11 7．1
G 29 24．0 5 14．327 20，9 7 25，934 2工．8
社数 121 100．O 35 100，0129 100．0 27 100．0156 100．0
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W343
　A
8
C
D
E
主要企業における管理会計の実態調査結果
ソフトウェア予算の編成法
ステップ数に単価を掛けて積算する。
理論モデルに基づいて見積る。
過去の類似ケースから見積る。
勘によって概算額を見積る。
ソフトウェアの予算は編成していない。
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??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 43 34．411 33．347 36．7 7 23．354 34．2
B 11 8，8 1 3，0 10 7，8 2 6．7 12 7．6
C 45 36．0 工4 42，453 41．4 6 20．059 37．3
D 4 3，2 1 3．0 5 3．9 0 0．O 5 3．2
E 42 33，6 9 27，334 26．617 56．751 32．3
社　数 125100．O 33 100，0128 100．0 30 100．O158 100．O
］V344
A
B
C
D
ソフトウェア予算の差異分析
差額が多額の場合だけ行う。
差額が少額の時も行う。
差異分析は一切行わない。
差異は主観的に評価するにすぎない。
?? 業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 50 52．1 11 39．3 55 51．9 6 33．361 49．2
B 12 12．5 4 14．3 15 14．2 1 5．6 16 12．9
C 15 15．6 4 14，3 15 14．2 4 22．219 15．3
D 19 19．8 9 32．1 21 19，8 7 38．928 22．6
社数 96 100．O 28 100．0工06 100．0 18 100．012喜 100．0
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］V350
1V35ユ
　A
　B
　C
　D
早稲囲商学第363号
情報の利益管理
情報処理部門の管理方式
原価を管理しているにすぎない。
独立採算制を実施している。
事業部制を実施している。
子会社制を実施している。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合　計 平　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社　数 百分率
A 91 77．1 22 68．890 73．223 85．2113 75．3
B 7 5．9 2 6．3 8 6．5 1 3．7 9 6．O
C 1 0，8 5 15．6 4 3．3 2 7．4 6 4．0
D 21 17．8 3 9．4 23 18．7 ユ 3．7 24 工6．0
社　数 118100．0 32 100．O123 100．0 27 100．O150 100，0
IV352
　A
　B
　C
　D
情報処理費のチャージバック
本社情報処理費を現場に配賦している。
中央情報処理部門費を原価で現場に配賦している。
中央情報処理部門の利用料を現場にチャージバックしている。
配賦又はチャージバックは行っていない。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 53 41．417 58．656 43．414 50．070 44．6
B 15 11．7 2 6．9 17 13．2 0 O．O 17 10．8
C 17 13．3 工 3．4 17 13．2 1 3．6 18 11．5
D 48 37．5 10 34．545 34．913 46，458 36．9
社数 128100．0 29 ユ00．0 129 100．O 28 100，0157 100．0
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lV353
A
B
C
D
E
F
主要企業における管理会計の実態調査繕果
チャージバックの振替価格
実際直接費で振替えている。
標準直接費で振替えている。
実際全部原価で振替えている。
標準全部原価で振替えている。
原価加算利益額で振替えている。
市価で振替えている。
145
??
業種捌分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 14 22．2 8 57、王 17 25．8 5 45．522 28．6
B 8 12．7 2 14，3 10 15．2 0 0．0 10 13．0
C 22 34．9 3 2L421 31．8 4 36．425 32．5
D 11 17．5 2 14．3 12 18．2 1 9．1 13 工6．9
E 4 6．3 O O，0 4 6．1 0 0．0 垂 5．2
F 5 7．9 O O，0 4 6，1 1 9．1 5 6．5
社数 63 100．0 14 10C，0 66 100．0 11 100．0 77 100，O
1V354
A
B
C
D
E
F
チャージバックする主要な目的
資源の効率化を奨励する。
利用部門の関心を高める。
管理をし易くする竈
正確性を改善する。
転用可能資源を利用する。
利用部門の理解を得る。
??
業種別分類 規模別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 乎　均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 匝答数 百分率 社　数 百分率
A 24 38．1 7 41．229 42．0 2 18．2 3ユ 38．8
B 39 61．910 58．844 63．8 5 45．549 61．3
C 15 23．8 1 5，9 14 20．3 2 18．216 20．O
D 5 7．9 2 11，8 6 8．7 1 9．1 7 8．8
E 0 0．0 0 O，O 0 0．0 0 O，0 o 0．0
F 17 27．0 2 11，8 17 24．6 2 18．219 23．8
社　数 63 100．O 17 100，0 69 100．0 11 100．0 80 100．0
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W360
1V361
早稲田商学第363号
情報処理の費用効果分析
情報処理効率の測定法
利用部門の評価表で測定する。
費用・時間要件の充足度で測定する。
貢献利益で測定する。
費用効果分析により測定する。
目標を設定し業績を評価する。
主観的に評価するにすぎない。
??
業種別分類 規棲別分類 総回答会社
製造業 非製造業 一部上場 その他 合計 平均??
回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 回答数 百分率 社数 百分率A 14 15．6 1 3．3 15 14，4 0 O．0 15 12．5
B 21 23．3 5 16．723 22，1 3 18．826 21．7
C 5 5．6 1 3．3 6 5，8 0 O．O 6 5．O
D 23 25．6 4 13．324 23．1 3 18．827 22．5
E 12 13．3 4 13．3 14 13，5 2 12．5 16 13．3
F 34 37．817 56．741 39．410 62．551 42．5
社数 90 100．O 30 100．O104 100，0 16 100．0120 10C．0
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